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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：フィジー共和国 案件名：南太平洋大学 ICT キャパシティビルデ

ィングプロジェクト 

分野：情報通信技術 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部運輸交通・情報通

信グループ 

協力金額（評価時点）：3.7 億円 

協力期間 

（R/D）：2010 年 2 月 1 日～2013

年 1 月 31 日 

先方関係機関：南太平洋大学 

（延長）： 日本側協力機関：JPCERT/CC1/熊本大学 

（F/U）： 他の関連協力：（無償）南太平洋大学情報通信

技術センター整備計画 

１－１ 協力の背景と概要 

南太平洋大学（The University of the South Pacific：USP）は、1968 年に地域島嶼国 12 カ国が

それぞれ資金を拠出し共同設立した域内最高水準の国際高等教育機関である。USP は、フィジ

ー共和国（以下、「フィジー」と記す）の首都スバの本校舎に域内各国から留学生を受け入れ

るとともに、域内各国の学生に対し衛星通信を利用した遠隔教育（USP-Net）を実施している。

大洋州地域は高等教育機関が少なく、USP の遠隔キャンパスが唯一の高等教育機関である国も

少なくない。 

過去 2002～2005 年には、技術協力プロジェクトとして、コンピューター科学・情報システ

ム教育、遠隔教育、IT（Information Technology：情報技術）研究開発に対する支援が実施され

た。その後も、増加する学生数に対して ICT（Information and Communication Technology：情報

通信技術）関連施設の不足を補うため、わが国の無償資金協力により、大洋州における情報通

信技術の中核施設となる「Japan-Pacific ICT センター」（以下、「ICT センター」）を建設し、

JICA は 2010 年 2 月から 2013 年 1 月まで、USP をカウンターパート機関として技術協力プロジ

ェクト「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」を実施している。本プロ

ジェクトに対し、現在派遣中の 2 名の長期専門家に加え、延べ 20 名程度の短期専門家の派遣

が開始されている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

USP が改善された ICT 環境を通じて、南太平洋地域の ICT 人的資源開発に貢献する 

 

（2）プロジェクト目標 

1．魅力的な CS（Computing Science：コンピューター科学）/IS（Information Systems：情報シ

ステム）コースが大洋州地域に提供される 

2．USP の ICT サービス提供能力が強化される 

                                                        
1 Japan Computer Emergency Response Team/Coordination Center（JPCERT コーディネーションセンター） 
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（3）アウトプット 

1．新しい国際認定レベルの BNC（Bachelor of Net-centric Computing：ネットセントリックコ

ンピューター学士）/BSE（Bachelor of Software Engineering：ソフトウェアエンジニアリン

グ学士）学士号プログラムが提供される 

2．USP-Net（遠隔教育システム）が効率的に利用され、ITS（IT Services：IT サービス部）の

サービス提供が向上する 

3．遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 

4．Japan-Pacific ICT センターの運営方針及びサービス体制が確立される 

 

（4）投入（評価時点） 

 日本側：総投入額 3.7 億円 

  長期専門家派遣 2 名 機材供与 約 3,900 万円 

  短期専門家派遣 計 23 名 ローカルコスト負担 約 280 万円 

  研修員受入れ 10 名 

 相手国側： 

  カウンターパート配置 21 名 機材購入：機材に係る VAT（付加価値税）負担 

  土地・施設提供：専門家執務室 ローカルコスト負担  17 万 2,780 フィジードル（FJD）

その他：衛星通信費用（プロジェクト開始後から 2012 年 7 月末現在 48 万 2,030FJD）、ICT

センタースタッフ人件費（年間 49 万 3,000FJD）、ICT センター運営費（年間 60 万 4,100FJD）

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括：新関 良夫 JICA 国際協力専門員 

協力企画： 吉田 健太郎 JICA フィジー事務所所員 

評価分析： 織本 厚子 株式会社日本開発サービス調査部研究員 

調査期間 2012 年 7 月 31 日〜2012 年 8 月 17 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）投 入 

日本側の専門家派遣、本邦研修及び機材投入（衛星設備等）について、予定されていたよ

りも多くの機材投入が行われたが、内容は適切で効果的に投入された。タイミングについて

は、チーフアドバイザー派遣が 7 カ月遅れたことを除き、適当であった。チーフアドバイザ

ー不在中は、USP 側及び日本側の努力により大きな影響なく進めることができた。 

USP 側は、プロジェクトディレクター（コンピューター・情報・数理学科長兼 ICT センタ

ー長）が、2010 年 5 月以降空席状態となっている以外は、PDM で定められたとおりのイン

プットを実施している。プロジェクトディレクター業務は、コンピューター科学・情報シス

テム・数理学科（School of Computing, Information Systems and Mathematical Sciences：SCIMS）

長と ICT センター長に分離され、2012 年 1 月に ICT センター長が着任し、ビジネスプラン

の作成及びビジネスインキュベーションのリーダーとなっている。また、USP のプロジェク

トと直接かかわるインプットのなかで、3 年間の太平洋地域コンピューター緊急対応センタ

ー（Pacific Computer Emergency Response Team：PacCERT）職員（2 名）給与をコミットした
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ことは特筆に値する。 

 

（2）アウトプット 

現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）のアウトプッ

ト指標の達成レベルは、既に達成しているもの及びプロジェクト完了までに達成する可能性

が高いものがほとんどであった。ただし、アウトプット達成の指標のなかには、USP の学年

末（12 月）までデータが揃わないものやサンプルを定めて定量的な調査を実施する必要があ

る項目があるため、エンドライン調査（2012 年 11 月中旬から 12 月上旬を想定）において結

果を確定する必要がある。 

現在、達成が不明確な指標としては、指標 4-1（ICT センターの運用計画が策定され承認さ

れた事実）があり、プロジェクト終了時には部分的に達成されることが予想される指標には、

指標 4-3（すべてのインキュベーションスペースが占有され、占有しているテナントが、ICT

センターから受けるサービスや支援に満足している）がある。 

 

（3）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の指標の達成状況については、エンドライン調査において定量的な結果

を確定する必要があるものの、本調査範囲（トンガキャンパス視察、インタビュー及び質問

票調査）において、プロジェクト完了前にすべての指標が達成される可能性は高いと判断さ

れるため、プロジェクト目標は達成できると考えられる（「指標 1. BNC/BSE 学士号コース

が国際的な認定機関により単位を認められる」は達成した）。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下の理由により妥当性は非常に高いと考えられる。 

パシフィック・プランにおける大洋州地域デジタル戦略や、USP における戦略計画及び 3

カ年計画とも合致している。日本の援助の方向性に関しては、第 5 回日本・太平洋諸国フォ

ーラム（PALM5）の首脳宣言における「持続的な開発」に沿っており、PALM6 の「持続可

能な開発及び人間の安全保障」に引き継がれている。JICA 事業展開計画においても島嶼・遠

隔地教育支援プログラムに沿って案件が形成されている。また、南太平洋地域では USP が ICT

人材育成の中核を担っている点や、わが国が ICT 分野の豊富な知見（技術開発、運用、教育、

啓発等）を有する点を考慮すると、実施機関を USP に定め、CS/IS コースを設立するととも

に、ICT サービス提供能力の強化を図る本プロジェクトは、手段としても適切であると考え

られる。 

 

（2）有効性 

以下の理由により、有効性は比較的高いと考えられる。 

前述の「３－１ 実績の確認（3）プロジェクト目標の達成状況」のとおり、「プロジェ

クトのカウンターパートが離職しない（そのポジションが満たされている）」というアウト

プットレベルの外部要因を満たすか不安材料はあるものの、プロジェクト完了前にすべての

指標が達成される可能性は高いと判断され、プロジェクト目標は達成できると考えられる。
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また、プロジェクト目標を達成するのに、有効な貢献要因（地域の ICT 政策が USP を後押

ししていることや情報通信に係る地域機関が ICT センターに集結してシナジー効果が発現し

始めていること）がみられる。 

阻害要因については、ICT センター長不在の期間が長かったこと、PacCERT 立ち上げに時

間がかかり、ささいな日常業務においても理事会全体の合意を取り付ける手続きが必要であ

ること、上記外部要因とも関連しているが SCIMS の教授や講師が離職していることなど、

アプトプット達成に影響を与えていると考えられる要因があるが、現状では、プロジェクト

目標達成を阻むほどの影響は有しない。 

 

（3）効率性 

以下の理由により効率性は中程度であると考えられる。 

ICT センタービジネスプランが策定され承認されるという指標以外は、アウトプット達成

を測る指標はおおむね達成されている。 

前述の「３－１ 実績の確認（1）投入」のとおり、大部分の投入は、その量・質・タイ

ミングともに適切であり着実に実施されている。特にアウトプット 3 については、当初予定

されていたよりも大きな成果を上げ、カウンターパートから高く評価されている。ただし、

活動レベルの外部要因である「ITS、CFDL（Centre for Flexible and Distance Learning：遠隔教

育センター）、SCIMS 及び ICT センターのトップマネジメント関係者がプロジェクトに活発

に参画している」については、ICT センター長が 8 カ月前に着任したばかりであり、まだプ

ロジェクトに活発に参画しているとはいえない。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成の検証には時期尚早であるが、現時点のアウトプット達成

状況から達成できる見込みであると判断できる。また、現時点ではネガティブなインパクト

はみられず、既に下記 3 点のポジティブなインパクトが発現している。 

① USP のフィジー中高等学校への協力 

アディ・マオパ中高等学校への Ku-band 設置及び USP-Net の提供が開始されている。

USP は、フィジーの公立中高等学校の e-learning をサポートすることが決まっており、

本プロジェクトで技術が向上したカウンターパートにより、プロジェクトの枠を越えた

協力が開始されている。 

② プロジェクトのターゲットグループを超えた裨益 

- トンガのハーパイ（Ha’apai）離島ラーニングセンターは Ha’apai 中高等学校の敷地内

にあるため、Ku-band2が設置されてから、USP の学生だけではなく、中高等学校関係

者、政府関係者等が同センターを利用している。 

- ICT センターで開催されたセミナーやワークショップは、USP スタッフや学生に限ら

ず、外部教育関係者（教職者、学生）、ICT 企業スタッフや政府関係者等にも提供さ

れている。 

 

                                                        
2 無線通信で用いられる周波数帯域のうち、12～18GHz の帯域を使う仕様。これまで USP で主に使用されている C-band に比

べて小型のアンテナ、コンパクトな置局機材での衛星通信が可能だが、C-band に比べて雨の影響を受けやすい。 
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③ トンガキャンパスの学生数の増加 

上位目標の達成指標の一つにある学生数の増加について、トンガキャンパス中、本島

のトンガタプ本校及びババウ（Vava’u）離島ラーニングセンターにおいては学生数が増

加している。特にババウ離島ラーニングセンターについては、Ku-band 設置後、今まで

トンガタプ（本島）で就学していた学生が、トンガタプでしか受けられなかった講座や

コースを同センターで継続受講することが可能になったため、地元（離島）に戻ったケ

ースが多くみられた。 

 

（5）持続性（見込み） 

以下の点で、持続性は高いと考えられる。 

政治や組織の側面では、パシフィック・プランの大洋州地域デジタル戦略や USP の 2020

年に向けたビジョン等の存在もあり、USP からは長期にわたる継続的なコミットメントが期

待でき、信頼できるカウンターパートである。また、財務的にもプロジェクトの効果持続に

必要な供与機材の経常費用、維持費用等に対する予算の手当て、確保を行っており、問題が

ない。 

技術的な側面においては、カウンターパートの能力は強化され、プロジェクト完了後も活

動を継続することに問題ないとするカウンターパートが大部分であった。しかしながら、カ

ウンターパートのうち、何名か離職者が出たこともあり、技術面での自立発展性は組織面や

財務面での自立発展性と比べると弱い。ただし、UPS も専門家も、離職によるリスクを最初

から勘案し、人材・技術面における自立発展性を確保するために、システムとして持続的に

機能するように配慮したプロジェクト運営がなされている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

2010 年にトンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT センターに PacCERT、太平洋島嶼

国 ICT 規制リソースセンター（Pacific ICT Regulatory Resource Centre：PIRRC）、太平洋諸国電

気通信協会（Pacific Islands Telecommunication Association：PITA）、国際通信連合（International 

Telecommunication Union： ITU）の入居及び、USP と太平洋共同体（Secretariat of Pacific 

Community：SPC）が大洋州地域における ICT 開発を主導することが承認されたことはプロジ

ェクトの実施に正の影響を与えたと考えられており、実際に上記 4 機関が ICT センターに入居

し、ICT に関連する地域国際機関が結集することでシナジー効果が発現し始めている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

ICT センター長不在問題に関しては、研究・リサーチとマネジメントを兼ねたポジションを

埋めることを断念し、研究・リサーチは、SCIMS の学科長、ICT センターマネジメント全般に

関しては ICT センター長として職務を切り離して公募し、2012 年 1 月にビジネスプランの策定

とインキュベーションを担当する ICT センター長が着任した。 

PacCERT 設立の活動開始はスタッフへの給与が確保できずに遅れたが、現在はその遅れを取

り戻すべく進んでいる。ただし、USP の PacCERT へのスタッフ給与は 3 年間と期限付きであ

るため、その間に自立発展していけるようサポートが必要となっている。また、PacCERT 理事

会メンバー全体のコンセンサスが取れないと前に進めないシステムとなっていることは、今後
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も PacCERT に影響すると考えられる。 

新学士号プログラムのオーストラリアコンピューター学会（Australian Computer Society：

ACS）による仮国際認証後に、3 名の教授・講師が自己都合で離職した。外部要因で認識され

ているものであるが、残された教授、助教授、講師への負担が大きくなっており、早急に人の

手当てが行われないと、プロジェクトに負の影響を与える可能性がある。 

 

３－５ 結 論 

実績の検証、プロジェクトの実施プロセス及び 5 項目評価の結果、プロジェクトはプロジェ

クト期間内にプロジェクト目標を達成できると考えられる。したがって、討議議事録（Record of 

Discussion：R/D）で計画された予定期間のとおり、プロジェクトを終了することが適当である。

 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクト終了までに完了させる必要のある活動について 

① ICT センタービジネスプランの策定（USP 側・日本側プロジェクトチームに対する提言）

ICT センターの方向性を決定するために重要であるため、プロジェクトスーパーバイザ

ーを中心に対話と相互理解の下、早急にビジネスプランを策定することが望まれる。 

② 残りの Ku-band 設置の完了（USP 側・日本側プロジェクトチームに対する提言） 

指標では 9 カ所の Ku-band を配置することとなっているが、現状では 6 カ所の配置にと

どまっている。USP としては残りのプロジェクト期間で配置可能としているが、調査団と

して残りの期間で 3 カ所配置することを提言した。 

③ エンドライン調査の実施（JICA への提言） 

プロジェクト目標の指標を達成しているかどうかについては、新学士号コースについて

は、学生の満足度が分かるデータがプロジェクト完了直前まで入手が難しいこと、（ある

程度母集団を限定した）定量的な追加調査が必要であるため、本調査にて確認した評価結

果の確定のために、エンドライン調査（2012 年 11 月中旬から 12 月上旬）を実施する必要

がある。一部の指標では、調査対象が広い（全学生等）ため、適当なスケールを設定して

エンドライン調査を行うよう提言した。 

 

（2）プロジェクト終了後、プロジェクト効果を持続させるために必要となる事項について 

① インキュベーションスペースのテナントに対する継続した支援（USP への提言） 

インキュベーションスペースのテナントが選ばれたが、ビジネスインキュベーションを

成功させるためには、プロジェクト終了後についてもテナントに対する技術的・事務的な

支援を継続する必要がある。 

② 高まりつつある友好・連携関係を正式な形にし、確固なものにする（USP、熊本大学、

PacCERT 及び JPCERT/CC に対する提言） 

本プロジェクトを通じて、熊本大学と CFDL、JPCERT/CC と PacCERT の連携が実現し、

技術移転に大きな成果をもたらした。今後は、これらの連携がさらに深まるように、例え

ば組織間の MoU（覚書）の締結などを通じて関係強化に取り組む必要があることを提言し

た。 
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③ 学生へのサービス向上のため、ICT 施設への投資の継続（USP に対する提言） 

Ku-band 導入により、リモートキャンパスの学習環境が飛躍的に改善されたことが確認

された。しかし、これまでの C-bnad を活用しているキャンパスについては、さらなる環境

の改善の声が聞かれた。今後、リモートキャンパスの学生の増加が期待されるため、引き

続き、ICT 関連機材の改善が必要であることを提言した。 

④ プロジェクトによって発現した効果を地域内に拡大発展していく（USP 及び JICA に対

する提言） 

本プロジェクトでは、新しいプログラムの新設や Ku-band の導入をはじめとする遠隔教

育のインフラ整備を行ってきたが、一部の取り組みはさらなる継続的な取り組みが必要で

ある。2000 年から本分野での支援を続けているが、USP、JICA には引き続き、本セクター

でリードしていく必要があることを提言した。 

 

３－７ 教 訓 

（1）遠隔地支援の強調 

本プロジェクトは、離島部における学習環境改善に大きな成果をもたらした。しかし、今

回のトンガでの調査を通じて、さらなる改善のニーズがあることが分かった。大洋州のよう

な隔離性の高い地域においては、遠隔地に住む直接受益者の意見を吸い上げて案件形成をす

ることが重要である。 

 

（2）プロジェクト実施における相互理解・信頼醸成の重要性 

相互理解や信頼醸成をプロジェクトの早期に築くことは、問題ができた際には、パートナ

ー同士の協働により解決の糸口を早期に発見することが可能となる。 

本プロジェクトにおいては、カウンターパートと直接のコミュニケーションを可能な限り

行い、問合せにはできるだけ早く応対し、威圧的な態度を極力避けることを実践したことで、

相互理解や信頼醸成を確固たるものにできた。このようなコミュニケーションの重要性は当

然のことであるが、場合によっては忘れられやすいことでもあるため、必ず留意する必要が

ある。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

南太平洋大学（USP）は、1968 年に地域島嶼国 12 カ国がそれぞれ資金を拠出し共同設立した

域内最高水準の国際高等教育機関である。USP は、フィジー共和国（以下、「フィジー」と記す）

の首都スバの本校舎に域内各国から留学生を受け入れるとともに、域内各国の学生に対し衛星通

信を利用した遠隔教育（USP-Net）を実施している。大洋州地域は高等教育機関が少なく、USP

の遠隔キャンパスが唯一の高等教育機関である国も少なくない。 

しかしながら、USP-Net は、通信量の増加に伴い、ネットワーク帯域が飽和状態となっており、

遠隔キャンパスにおける遠隔教育学生の学習に支障が生じている。衛星通信を経由した遠隔教育

を進めていくにあたって、重要なネットワーク網となるため、パフォーマンスの向上が必要とさ

れている。また、対面授業の機会が限られている USP 加盟各国の遠隔キャンパスに対し、本校と

の格差を減少するために、学習管理システムやモバイル技術を利用した遠隔教育学生の学習支援

の促進が必要とされている。 

大洋州において ICT（情報通信技術）人材の需要は増加傾向にあるのと同時に、フィジー、オ

ーストラリア、ニュージーランドを含めた近隣諸国では、ICT 関連コースの提供の競争に拍車が

かかってきており、域内最高水準の国際高等教育機関であり続けるためには、USP は、プロフェ

ッショナルな学士号コースを提供する必要に迫られていた。 

2011 年にヌメアで開催された、大洋州地域 ICT 大臣会合において、USP は、域内における ICT

開発の中心として正式に認められ、今後、域内共同体への ICT 関連コースの提供、インキュベー

ション支援や ICT に関連する付帯サービスを提供することが期待されている。 

過去 2002～2005 年には、技術協力プロジェクトとして、コンピューター科学・情報システム教

育、遠隔教育、IT（情報技術）研究開発に対する支援が実施された。その後も、増加する学生数

に対して ICT 関連施設の不足を補うため、わが国の無償資金協力により、大洋州における情報通

信技術の中核施設となる「Japan-Pacific ICT センター」（以下、「ICT センター」）の建設が開始

され、2010 年 4 月に第 1 期工事が完了している。「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディング

プロジェクト」は、USP の教育的な側面だけではなく、ICT センターが大洋州域内の ICT 研究、

利用、リソースの中心として活用されるよう、2010 年 2 月から 3 年間の技術協力プロジェクトと

して開始された。本プロジェクトに対し、現在派遣中の 2 名の長期専門家（チーフアドバイザー、

業務調整）に加え、約 20 名程度の短期専門家を派遣しているが、プロジェクト完了まで 6 カ月を

切り、プロジェクトの有効性、残りの 6 カ月間の活動内容及び将来の ICT 協力の方向性を検討す

るため、終了時評価を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

１－２－１ 調査団（合同評価委員会日本側メンバー）の構成 

担 当 氏 名 所 属 調査日程 

団長/総括 新関 良夫 JICA 国際協力専門員 2012/8/7 – 2012/8/17 

協力企画 吉田 健太郎 JICA フィジー事務所所員 2012/8/1 – 2012/8/16 

評価分析 織本 厚子 株式会社日本開発サービス 

調査部 研究員 

2012/7/31 – 2012/8/17 
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１－２－２ 合同評価委員会フィジー・USP 側メンバー 

担 当 氏 名 所 属 

メンバー Mr. Joshua Loco 教育省技術職業教育訓練部 

コンピューター教育、e-larning、遠隔教育プロジ

ェクト担当教育官 

メンバー Ms. Sera Kogure Vada-Pareti USP 副学長補事務所（総務・地域キャンパス） 

キズナプロジェクト・コーディネーター 

 

１－２－３ 調査団日程 

日順 月 日 活  動 

1 7 月 31 日（火） 出発（織本団員） 

2 8 月 1 日（水） フィジー着（織本団員） 

16：00 JICA フィジー事務所、プロジェクトチーム打合せ 

3 8 月 2 日（木）

 

＜フィジー ラウザラキャンパス調査＞ 

9:00 Manager of PacCERT、Director of ICT Center、Dean of FSTE イ

ンタビュー 

14:00 Acting Director of CFDL, IT Industry、JICA 専門家インタビュー

4 8 月 3 日（金） 9:00 Acting CEO of TFL、Ministry of Education インタビュー 

  14:00 Manager of PITA、Acting Deputy Director of ITS、Senior Lecturer 

of SCIMS インタビュー 

5 8 月 4 日（土） トンガ王国（以下、「トンガ」）着（吉田団員） 

6 8 月 5 日（日） 報告書作成、データ分析 

7 8 月 6 日（月）

 

9:00 JICA トンガ支所訪問 

10:00 事前打合せ（Mr. Kisione Finau, ITS Director） 

トンガ着（織本団員、福島チーフリーダー） 

8 8 月 7 日（火） ＜トンガキャンパス調査＞ 

9:00 ICT 関係者グループインタビュー 

10:00 学生グループインタビュー 

11:00 キャンパスダイレクターインタビュー 

ババウ移動（吉田団員、織本団員）、トンガ着（新関団長） 

9 8 月 8 日（水） ババウ移動（新関団長） 

＜トンガ ババウセンター調査＞ 

10:00 センター関係者グループインタビュー 

11:00 学生グループインタビュー 

14:00 センター視察 

10 8 月 9 日（木）

 

ハーパイ移動 

＜トンガ ハーパイセンター調査＞ 

10:00 センター関係者グループインタビュー 

11:00 学生グループインタビュー 
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日順 月 日 活  動 

14:00 センター視察 

ヌクアロファ移動 

11 8 月 10 日（金） 11:30 在トンガ日本大使館（川田参事官）、JICA トンガ支所帰国報告

スバ移動 

12 8 月 11 日（土） 団内会議 

13 8 月 12 日（日） 団内会議 

14 8 月 13 日（月） 10:00 Dr. Esther Williams, Deputy Vice-Chancellor 表敬訪問 

16:00 在フィジー日本大使館（田辺次席）表敬訪問 

15 8 月 14 日（火） 9:00 終了時評価合同評価事前打合せ 

14:00 終了時評価合同評価協議 

16 8 月 15 日（水） 終了時評価報告書作成準備 

17 8 月 16 日（木） 11:30 第 4 回合同調整委員会 

14:00 次期プロジェクトについての打合せ 

ナンディ移動（新関団長、織本団員） 

18 8 月 17 日（金） 帰国（新関団長、織本団員） 

PacCERT：Pacific Computer Emergency Response Team（太平洋地域コンピューター緊急対応センタ

ー） 

FSTE：Faculty of Science, Technology and Environment（科学技術環境学部） 

CFDL：Centre for Flexible and Distance Learning（遠隔教育センター） 

TFL：Telecom Fiji Ltd.（テレコムフィジー） 

PITA：Pacific Islands Telecommunication Association（太平洋諸国電気通信協会） 

ITS：IT Services（IT サービス部） 

SCIMS：School of Computing, Information Systems and Mathematical Sciences（コンピューター科学・

情報システム・数理学科） 

 

１－３ プロジェクトの概要 

プロジェクト名 和名：南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト 

英名：The ICT for Human Development and Human Security Project 

実施地域 フィジー国スバ市及び域内 USP キャンパス 

実施期間 2010 年 2 月から 2013 年 1 月までの 3 年間 

実施機関 日本側： 独立行政法人国際協力機構 

 長期専門家 2 名（チーフアドバイザー、業務調整兼ネットワ

ーク専門家） 

 短期専門家 22 名程度（株式会社パデコ他） 

 熊本大学 

 JPCERT/CC （ Japan Computer Emergency Response Team/ 

Coordination Center：JPCERT コーディネーションセンター）

 国際会議パネリスト 
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フィジー側： 南太平洋大学（The University of the South Pacific：USP） 

 遠 隔 教 育 セ ン タ ー （ Centre for Flexible and Distance 

 Learning：CFDL） 

 IT サービス部（Information Technology Services：ITS） 

 コンピューター科学・情報システム・数理学科（School of 

 Computing, Information and Mathematical Sciences ：

 SCIMS） 

 Japan-Pacific ICT センター（Japan-Pacific ICT Centre） 

上位目標 USP が改善された ICT 環境を通じて、南太平洋地域の ICT 人的資源開発に

貢献する 

プロジェクト目標 1．魅力的な CS/IS（コンピュータ科学/情報システム）コースが大洋州地域

に提供される 

2．USP の ICT サービス提供能力が強化される 

成果 1．新しい国際認定レベルの BNC（ネットセントリックコンピュータ学士）

/BSE（ソフトウエアエンジニアリング学士）学士号プログラムが提供

される 

2．USP-Net（遠隔教育システム）が効率的に利用され、ITS のサービス提

供が向上する 

3．遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 

4．Japan-Pacific ICT センターの運営方針及びサービス体制が確立される 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価のポイント 

（1）遠隔地（離島ラーニングセンター）への効果の検証 

Ku-band1を導入したことによる学習環境の変化、評価（雨天時の状況、障害時の対応、故

障時の修理対応など含む）についてリモートキャンパススタッフ・学生などからヒアリング

を行い、USP が課題と認識しているフィジー本校・各国首都キャンパス・各国リモートキャ

ンパスのデジタルデバイドに関する現状・課題を調査する。また、大学の本来業務としての

活用に限らない USP-Net の活用についても情報収集を行う。 

 

（2）Japan-Pacific ICT センター関連の活動状況の検証 

Director の配置はなされたものの、プロジェクト後半での配置であり、アウトプット達成

に負の影響があったことは否めない。また、同センター内につくられた PacCERT についても

主要メンバーの退職や機材調達の遅延などから専門家（JPCERT）からの技術移転が効率的に

実施できていない現状もあるため、今後の課題も含めた調査を行う。特に、今後の課題の一

つとして、ビジネスインキュベーションの取り組みがプロジェクト終了後に継続されるかと

いう点も含める。 

 

２－２ 調査方針 

日本及びフィジー、USP から評価メンバーを選出し、以下のとおり合同で評価を実施する。評

価結果は合同評価報告書にまとめ協議・合意する。 

 

（1）プロジェクトの実績（プロジェクト目標、アウトプットの達成度、投入実績等）や実施プ

ロセスを含むプロジェクト情報を整理し、実施状況の把握･分析を行う。 

項 目 視 点 

実績の検証 

・ 投入は計画どおり実施されたか 

・ アウトプットは計画どおり達成されたか 

・ プロジェクト目標は達成されるか 

・ 上位目標達成の見込みはあるか 

実施プロセス

の検証 

・ 活動は計画どおりに実施されたか 

・ 技術移転の方法に問題はなかったか 

・ プロジェクトのマネジメント体制（モニタリング、プロジェクト内

コミュニケーションなど） 

・ 実施機関やカウンターパートのプロジェクトに対する認識は高いか 

・ 実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か 

 

（2）評価調査に必要な評価設問を検討し、評価 5 項目ごとに具体的な評価設問を設定し、評価

デザインとして「評価グリッド」を作成する。 

                                                        
1 無線通信で用いられる周波数帯域のうち、12～18GHz の帯域を使う仕様。これまで USP で主に使用されている C-band に比

べて小型のアンテナ、コンパクトな置局機材での衛星通信が可能だが、C-band に比べて雨の影響を受けやすい。 
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評価 5 項目 視 点 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価

を実施する時点において妥当か、問題や課題の解決策として適切か、相手国

と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥

当か、等を問う。 

有効性 
プロジェクト期間中に、また、プロジェクトのアウトプットによってプロジ

ェクト目標が達成される見込みがあるかを問う。 

効率性 
プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入要素等が有効に活用され

ているか（あるいは、されるか）を問う。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果

をみる。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

持続性 
協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は、持続の見込みがあるか）を問う。 

 

（3）質問票に対する回答、現地調査（関係者へのインタビュー、トンガキャンパス視察等）を

行い、評価グリッドに基づき、各分野の評価･分析とともにプロジェクトの総合的な評価を

行い、合同評価報告書案を作成する。 

 

（4）プロジェクト合同評価委員会を開催し、合同評価報告書を完成させる。 

 

（5） 合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）を開催し、合同評価報告書を報告し、

ミニッツ（M/M）に署名する。 

 

（6）帰国後、報告会を開催し、終了時評価報告書を作成する。 

 

２－３ データ収集・分析方法 

本終了時評価では、データ収集方法として、質問票（38 票回収）、文献レビュー〔プロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）最新版、事前評価調査報告書、プロジェクト専門家報告書、

現地収集資料等〕、関係者へのインタビュー（計 53 名）、トンガキャンパス（ババウ離島ラーニ

ングセンター及びハーパイ離島ラーニングセンター）視察、調査を実施した。 

収集した定性的・定量的データを分析し、評価 5 項目に従って評価結果を取りまとめ、日本側

及びフィジー・USP 側から構成される合同評価委員会を開催し、評価結果を検証、提言と教訓を

取りまとめた。 

 

２－４ 評価調査の制約・限界 

終了時評価は、プロジェクト終了約 6 カ月前に実施されるため、インタビュー及び質問票調査

により、プロジェクト目標の達成見込みを検証することは可能であるが、目標達成の指標につい

て、12 月以降でないと入手できないデータが存在した。また、今回の現地調査では、地方へのイ

ンパクトを確認するため、トンガキャンパスや離島のセンターにおける調査を実施したが、USP

は 12 カ国にまたがる大学であり、大きな母集団に対し調査を行う必要があるデータについては、
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エンドライン調査によって本評価の確定を行う必要がある。 
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第３章 PDM の変遷 
 

終了時評価に至るまでに、プロジェクトでは討議議事録（R/D）時に合意されていた PDM Version 

0 をプロジェクト開始 6 カ月後の第 1 回 JCC で Version 1.0 に改訂している。 

2011 年 6 月に実施された中間レビュー調査において、PDM Version 1.0 の指標に、検証可能な

値が示されていないという問題が指摘されていたため、その後、PDM Version 2.0 に改訂が行われ、

2011 年 12 月に JCC にて承認された。 

主な改訂内容（追加及び削除）は、下記の表に挙げられている。それ以外の変更は、主に、指

標を検証可能な形に変更することや、英語の言い回しを適切にするというところが大半であった。 

 

Outputs 

Indicator 2-5 Ver 1 - 

Ver 2 The fact that proactive response system and incident management database 

system are utilized to enhance customer-centred IT services delivery 

Indicator 3-1 Ver 1 Percentage of Moodle-assisted courses (Baseline:41% Target:90%) 

Ver 2 Percentage of Moodle-assisted courses increases to 90%; 

The fact that reliability, availability and performance of Moodle system are 

considerably enhanced 

Indicator 3-2 Ver 1 The fact that the trial of student support system using mobile technology is 

conducted 

Ver 2 At least 1 interactive m-learning pilot project is conducted successfully 

Indicator 4-2 Ver 1 Contents of Community/professional courses offered in ICT Centre 

Number of Community/professional courses offered in ICT Centre 

Evaluation of courses by participants (Satisfaction Rate) 

Ver 2 Dropped 

Indicator 4-5 Ver 1 It was included in Indicator 4-4. 

Ver 2 PacCERT is established at the ICT Centre and equipped to fill the basic 

requirement to provide services to the region 

Project Purpose 

Ver 1 1. Attractive CS/IS and/or other ICT related courses are delivered across the region. 

2. ICT related facilities in the USP are enhanced. 

Ver 2 1. Attractive CS/IS programmes are delivered across the region 

2. USP’s capacity to deliver ICT Services is enhanced 

Overall Goal 

Ver 1 1. USP contributes to the ICT human resources development in the South Pacific 

region. 

2. ICT related learning environment in the USP is improved. 

Ver 2 USP contributes to the ICT human resources development in the South Pacific region 

through its improved ICT environment 
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Target Groups 

Ver 1 Information Technology Service (ITS), Centre for Flexible and Distance Education 

(CFDL), and School of Computing, Information and Mathematical Sciences (SCIMS), 

Japan-Pacific ICT Centre 

Ver 2 Students and Staff of School of Computing, Information and Mathematical Sciences 

(SCIMS), Staff of Information Technology Service (ITS), Staff of Centre for Flexible 

and Distance Learning (CFDL), Staff of Japan-Pacific ICT Centre (incl. PacCERT) 

 



－10－ 

第４章 プロジェクトの実績及び実施プロセスの検証 
 

４－１ 投入実績 

４－１－１ 日本側投入 

専門家派遣、研修、機材供与、在外事務所強化費に係る日本側の投入は以下のとおり（同投

入の内訳等については、付属資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-6」を参照）。 

 

（1）専門家の派遣 

2010 年 2 月から調査時点までに、2 名の長期専門家、23 名の短期専門家が、表４－１に

示すとおり派遣された2。 

チーフアドバイザーについては、契約期間が 2 期設定されており、2010 年 9 月から 2012

年 3 月までと 2012 年 4 月から 2013 年 1 月までの予定となっている。チーフアドバイザー

は、プロジェクト開始から 7 カ月遅れて派遣され、1 年間に 9 カ月（3 カ月×3）の派遣期

間となっている。業務調整/ネットワーク専門家はプロジェクト開始時点より派遣が開始さ

れ、3 年間の派遣期間となっている。 

短期専門家については、契約期間は 2 期の設定で、2010 年 2 月から 2011 年 8 月及び 2011

年 10 月から 2013 年 1 月となっている。第Ⅰ期については、株式会社パデコより 8 名、熊

本大学から 2 名の短期専門家が派遣されている。 

その後、JPCERT/CC 専門家の派遣は、これからとなっており、調査時点ではまだ派遣実

績はなかった。 

 

   表４－１ 専門家派遣実績 

氏 名 派遣分野 派遣期間 

I. 長期専門家： 

福島 和良 チーフアドバイザー 
2010.09.27- 2012.03.31 

2012.04.01-2013.01.31 

村上 信也 業務調整/ネットワーク 2010.02.01 - 2013.01.31 

II. 短期専門家： 

II-1 パデコ株式会社 

太田 剛（第 I 期のみ） 
ITIL3/ソフトウェア工学/業務主

任（第 I 期） 

2010.03.13-2010.03.26 

2010.06.19-2010.07.08 

2010.08.28-2010.09.13 

2010.11.05-2010.12.02 

2011.05.08-2011.05.22 

2011.06.04-2011.06.18 

豊島 淳子（第 I 期のみ） 評価分析（教育） 2010.02.27-2010.03.21 

                                                        
2 表４－１においては、現在分かっている派遣予定についても記入されている。 
3 Information Technology Infrastructure Library 
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氏 名 派遣分野 派遣期間 

渡辺 成良 
カリキュラムアドバイザー（ソ

フトウェア工学）/モバイル技術

2010.06.19-2010.07.18 

2010.09.11-2010.11.14 

2011.06.25-2011.07.18 

2011.10.28-2011.11.28 

2012.02.17-2012.03.19 

2012.05.25-2012.06.25 

2012.08.10-2012.10.144 

2012.10.26-2012.12.025 

プラマニク カデル博 

衛星通信システム/カリキュラム

アドバイザー（ネットセントリ

ック・コンピューティング） 

2010.02.20-2010.06.20 

2010.09.11-2010.10.31 

2011.04.29-2011.05.16 

2011.06.24-2011.07.26 

2011.10.28-2011.12.03 

2012.02.10-2012.04.08 

2012.05.25-2012.06.16 

2012.07.20-2012.09.01 

+2 週間程度の派遣を予定

平塚 亮三（第 I 期のみ） ネットワーク工学 2010.09.18-2010.10.03 

倉知 良紀 
ネットワーク工学/ITIL（第 II 期）

〔評価分析（IT）：第 I 期のみ〕

2010.02.27-2010.03.21 

2010.06.19-2010.07.18 

2011.04.17-2011.05.01 

2011.05.18-2011.06.01 

2011.11.04-2011.12.12 

2012.02.03-2012.03.05 

2012.05.04-2012.06.04 

2012.06.24-2012.08.04 

+2 回の派遣を予定 

高橋 富士信 
インキュベーション 1（第 I 期の

み） 

2010.08.07-2010.08.15 

2011.07.16-2011.07.24 

近松 佳郎 
インキュベーション 1/業務主任

（第 II 期） 

2010.09.11-2010.10.03 

2011.07.16-2011.07.31 

斉藤 亮 ソフトウェア工学（第 II 期のみ） 2012.04.27-2012.05.10 

鷹取 功 インキュベーション 2 

2012.02.17-2012.03.19 

2012.05.27-2012.06.15 

2012.08.XX- 

+1 回派遣予定 

                                                        
4 業務範囲外（USP 依頼業務）の期間を含む。 
5 同上 
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氏 名 派遣分野 派遣期間 

II-2 熊本大学 

鈴木 克明 遠隔教育 1 

2011.03.11-2011.03.28 

2011.11.12-2011.11.24 

+1 回派遣予定 

根本 淳子 遠隔教育 2 

2011.03.11-2011.03.28 

2011.11.14-2011.11.24 

+1 回派遣予定 

II-3 JPCERT/CC 

小宮山 功一朗 情報セキュリティ（CERT）1 

2011.07.16-2011.07.30 

2012.03.09-2012.03.09 

2012.07.09-2012.07.13 

+1 回派遣予定 

梅村 香 情報セキュリティ（CERT）2 2011.07.16-2011.07.30 

平塚 伸世 情報セキュリティ（CERT）3 
2011.10.22-2011.11.13 

2012.07.09-2012.07.21 

佐藤 浩樹 情報セキュリティ（CERT）4 2011.10.22-2011.11.13 

満永 拓邦 情報セキュリティ（CERT）5 
2011.11.13-2011.12.02 

2012.03.01-2012.03.09 

II-4 国際会議パネリスト 

小菅 俊夫（デジタルハ

リウッド大学教授） 
ICT と文化 1 2012.02.22-2012.02.24 

佐賀 健二（元東洋大学

教授） 
ICT と文化 2 2012.02.22-2012.02.24 

内海 良夫（JTEC） ICT と文化 3 2012.02.22-2012.02.24 

土佐 直子（京都大学教

授） 
ICT と文化 4 2012.02.22-2012.02.24 

稲見 雅彦（慶応大学教

授） 
ICT と文化 5 2012.02.22-2012.02.24 

菅谷 実（慶応大学教授） ICT と文化 6 2012.02.22-2012.02.24 

II-5 日本開発サービス株式会社 

白石 祐子 m-learning 専門家 
プロジェクト終了までに

2 週間程度×2 回派遣予定

II-6 AS エンジニアリング 

吉田 俊六 OER6専門家 
プロジェクト終了までに

3 週間程度×1 回派遣予定

 

  

                                                        
6 Open Educational Resources（オープン教育リソース） 
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（2）研 修 

2012 年 8 月 1 日時点において、本邦研修には、長期研修 1 名、短期研修に 7 名が参加し、

2012 年 9 月に参加予定となっている 2 名を加えると、計 10 名が本邦研修を受講する予定

となっている。その他、国内で開催されたセミナーやワークショップ、研修コースには、

USP の関係者（学生や教授、講師、スタッフ等）だけでなく、教育関係者や政府関係者、

IT 企業及び地域機関のスタッフ等の参加者が延べ 800 名以上にのぼっている。また、シン

ポジウムや国際会議のセミナーやパネルにも 200 名以上が参加した（詳細は、付属資料「１．

ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-6」を参照）。 

 

   表４－２ 本邦研修実績 

種 類 研修名 期 間 参加者数

本邦研修 

Educational Technology-Based Instructional Systems 1.5 年間 1 

ネットワーク監視 12 日間 2 

Ku-band 衛星通信システム 19 日間 2 

モバイルラーニング 12 日間 2 

IT Engineering Trainer in Public Institution 75 日間 1 

IT セキュリティ（2012 年 9 月実施予定） 14 日間 2 

 

   表４－３ 国内セミナー・研修開催実績 

種 類 研修名 
時間×日数（または

セッション） 
参加者数

国内セミナー 

グ ロ ー バ ル ト レ ン ド セ ミ ナ ー

vol.1-vol.6 

2 時間×6 日×1 

2 時間×5 日×4 

2 時間×4 日×1 

354 

ITIL 関連セミナー 

2 時間×1 日 

2 時間×4 ｾｯｼｮﾝ 

1 時間×2 日 

101 

Cisco-JICA 遠隔セミナー 
2.5 時間×1 日 

2.2 時間×1 日 
43 

遠隔教育キャパシティビルディング

ワークショップ 

3 時間×8 ｾｯｼｮﾝ 

3 時間×1 ｾｯｼｮﾝ 
70 

USP-JICA 公開セミナーVol.1 - Vol. 4 
1 時間×1 日×2 

0.75 時間×1 日×2 
200+ 

PacCERT CSIRT ブーツキャンプトレ

ーニング 
6.5 時間ｾｯｼｮﾝ×3 日 30 

シンポジウム/

国際会議 

SPICTEX 2011JICA公開シンポジウム 2 時間ｾｯｼｮﾝ×2 140+ 

SPICTEX 2011JICA 公開セミナー 1 時間ｾｯｼｮﾝ×2 40+ 

USP-JICA「ICT とオセアニア文化」

国際会議 
30-45 分ｾｯｼｮﾝ×5 100+ 
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（3）機材供与 

機材供与については、Ku-band を含む衛星関連機材のほか、コンピューターや ICT セン

ターの機材に 88 万 7,183 フィジードル（FJD）相当（2012 年 8 月現在）を供与している（内

訳は、付属資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-6」を参照）。USP とフィ

ジー政府間の VAT（付加価値税）未還付問題があり、ITIL や PacCERT 関連の機材導入が

遅れたが、USP が VAT 立て替えをすることで、解決している。また、衛星関連機材につ

いては、現地調達ができない機材であったこと及び途中で仕様変更が発生したため、調達

に遅れが生じたが、現地事務所、日本人専門家側双方の努力により解決し、調達は完了し

ている。 

結果として当初予定していたよりも多くの機材が導入された。3 カ所のリモートサイト

における Ku-band を除くすべての機材は既に設置・導入が完了しており、教育及び ICT サ

ービスの提供のために日々活用されていることが確認された。 

 

４－１－２ USP 側投入 

カウンターパートの配置、予算の措置、土地、建物、資材の提供に係る USP 側の投入は以下

のとおり（同投入の内訳等については、付属資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-5」

を参照）。 

ちなみに、2010 年度から、USP は ICT センターに係る運営費用をカバーしている（ICT セン

ターに係る年間の運営費用は、スタッフ等人件費が約 49 万 3,000FJD、スタッフ以外の費用が

約 60 万 4,000FJD となっている）。 

 

（1）カウンターパートの配置 

プロジェクトに関するカウンターパート側のマネジメント担当者として、6 名の職員が

配置されることになっているが、プロジェクトディレクターは 2010 年 5 月から 1 年以上不

在となっている。しかし、プロジェクトスーパーバイザーがプロジェクトリーダーたちと

協力し、不在による負の影響の発現を防いだ。ICT センター長は、アカデミック部分（研

究・リサーチ）と ICT センターマネジメントに職務を 2 つに分割し、ICT センターマネジ

メントのなかでもビジネスインキュベーションとビジネスプランの策定を主要な業務と

し、2012 年 1 月に着任した。その他、現在、合計 21 名（FSTE：4 名、ITS：6 名、CFDL：

7 名、ICT センター関連：4 名）のカウンターパートが配置されている。カウンターパート

のすべてはフルタイムではなく、パートタイムであるが、カウンターパート以外の職員や

学生の間でもプロジェクトの認識度は高く、プロジェクト専門家が技術移転を行ったスタ

ッフの数は多い（内訳は、付属資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-5」を参

照）。 

 

（2）日本側専門家の執務スペース 

USP 側からは、PDM に沿ったプロジェクト実施に必要な執務スペース、水道、光熱、イ

ンターネット接続等が提供されている。 
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（3）プロジェクトに必要な予算措置 

USP 側は、ICT センター運営に係る費用を全額賄っている。また、Ku-band 衛星用トラ

ンスポンダーのレンタル料や遠隔サイトへの機器の設置に係る費用も手当てしている。 

 

４－２ アウトプットの実績 

【アウトプット 1】新しい国際認定レベルの BNC/BSE 学士号プログラムが提供される 

同アウトプットは、PDM Version 2.0 の改訂時に、達成目標を上位変更された。同アウトプット

の達成を測る指標において既に満たされているものもあり、このアウトプットはほぼ達成されて

いるが、エンドライン調査の結果から確定されることが期待される。 

 

指標 1-1 国際標準に則ったカリキュラムガイドラインに沿った BNC/BSE 学士号プログラムが

開発されている事実及び BNC/BSE 学士号プログラムが国際認定団体の認定条件を満たしてい

る事実 

SCIMS において新しい CS（コンピューター科学）/IS（情報システム）学士号コース（ソフ

トウェア工学及びネットセントリックコンピューティング）が 2011年 7月から提供されており、

2012 年 6 月にオーストラリアコンピューター学会（Australian Computer Society：ACS）から仮

認定を受けた。本指標は達成されている。 

 

指標 1-2 グローバルトレンドセミナーに参加した講師やスタッフの 70％以上がセミナーの内

容やレベルに満足している 

既に 6 種類のグローバルトレンドセミナー「ソフトウェア品質保証」「ネットワーク工学」

「ユーザーインターフェース及びユーザーを中心としたデザイン」「クラウド・コンピューテ

ィングとセキュリティ」「ソフトウェア・テスティングツール」及び「アンドロイド・プログ

ラミングと ITIL」が開催された。アンケート調査の結果、全体的な満足度は 81.9％と高かった。

一つのセミナーだけが 70％を下回った（67.5％）が、この数値は「満足した」と「とても満足

した」だけを集計したものであり、「良かった」を含めるとほぼ 100％のレベルに達している。

このため、本指標は達成されたと判断できる。 

グローバルトレンドセミナーは新学士号プログラムの質の向上に役立っているため、アウト

プット 1 に貢献していると考えられる。 

 

【アウトプット 2】USP-Net が効率的に利用され、ITS のサービス提供が向上する 

中間レビューにおいては、調達段階で遅延が認められたものの、本アウトプット中の大部分の

活動の進捗には問題がなかった。本コンポーネントに関係するカウンターパートのうち、インタ

ビューを受けたすべてのカウンターパートは、アウトプット 2 の進捗に満足していると回答し、

プロジェクト終了までにアウトプット 2 を達成できると自信をもっていた。以下に述べる指標 2-1

から指標 2-5 に関する調査結果からもアウトプット 2 の達成見込みは高いと判断できる。 

 

指標 2-1 USPNet の帯域利用効率が 2009 年と比較して上昇する/地方キャンパスの Moodle7にお

                                                        
7 質の高いオンライン学習過程（コース）をつくることを助けるオープンソースのパッケージソフト。 
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けるファイルダウンロードの速度が USP-Net アップグレード前と比較して 100％以上速くなる 

インタビューした USP の学生たち（スバ本校及びトンガキャンパス）は全員、2010 年と比

べて USP-Net は大きく改善したと述べていた。 

アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB、インド政府拠出金）と JICA の協調により

実現した iDirect 機材を設置してから、USP-Net のダウンロード速度は地方キャンパスにおいて

も大幅に改善された。 

例 1：中間レビューにおいて、バヌアツでは、60～120 秒かかっていたものが 20 秒でダウン

ロードできるようになったというものから（ダウンロード速度 3～6 倍）、300 秒かかっていた

ものが 1 秒になった（ダウンロード速度 300 倍）という結果が得られている。 

例 2：トンガのハーパイ離島ラーニングセンター及びババウ離島ラーニングセンターにおい

て、Moodle にログオンすることさえも難しかった状況が、1 分でログオンできるようになり、

3MB の PDF 教材を Moodle からダウンロードが可能となった。 

例 3：トンガキャンパスにおいては、利用頻度の高いスタッフにインタビューしたところ、

インターネット、Banner 及び Moodle において明らかに速度が改善されたとしており、プロジ

ェクトによって供与された PCMA（ロードバランサー）装置を 2012 年 7 月に設置された前後

で比較したところ、21％の速度改善がされており、この値は装置の調整が進めばさらに速度が

速くなると考えられている。 

以上の調査結果から、例 1、例 2 のように大幅に改善されたキャンパスもあるが、例 3 のよ

うにすべての地方キャンパスで 100％以上の速度改善がなされているわけではないため、本指

標は部分的に達成されたと評価できる。 

 

指標 2-2 Ku-band がハブ（USP 本校）及び離島 USP ラーニングセンター9 カ所に設置されてい

るという事実 

ITS から 2 名のスタッフが直接当指標に関連のある本邦研修に 2011 年 2 月に参加した。調達

に遅れがあったものの、現在では問題なく進んでいる。USP 本校に設置されたハブの Ku-band

サテライトは問題なく動作しており、6 カ所の Ku-Band（トンガ 2 カ所、バヌアツ 1 カ所、ソ

ロモン諸島 1 カ所、フィジー2 カ所）は既に設置済みとなっており、残る 3 カ所（バヌアツ 1

カ所、ソロモン諸島 1 カ所、サモア 1 カ所）についても 2012 年中に設置が完了し、ネットワー

クに接続される予定となっている8。 

このため、本指標はプロジェクト終了時までに達成される見込みである。 

 

指標 2-3 70％以上のセミナー参加者（USP の IT 関係スタッフ）が ITIL の概念及び重要性を認

識している 

ITIL は、フィジーだけでなく、大洋州地域全体において新しい概念であるが、調査中にイン

タビュー及び質問票により回答した ITS スタッフは全員 ITIL の重要性を認識しており、今後も

改善を継続していけるようコミットしている。ITIL に関連したワークショップもグローバルト

レンドセミナー「アンドロイド・プログラミングと ITIL」を含め 5 回開催され、90％以上の参

                                                        
8 JICA から供与された VSAT アンテナシステム数は 10 個で、指標に記載されていない 1 個は、本校のハブのほかに、co-location
設置してあるもの。これにより地方の運用状況（受信の事前情報）を得て素早い対処が可能となる。設置後安定運用が確認

されるまで（通常 2 年間）システムをモニターすることになっている。 
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加者がセミナーが役に立っており、満足度が高いと評価する（「参加者アンケート調査の結果」）

など、ITIL の概念が関係者内に広く認識されている。 

ITIL 関連のソフトウェアの調達は完了し、既に活用されている。 

「参加者アンケート」におけるセミナー満足度は非常に高いため、同指標は達成されると考

えられるが、ITIL の概念及び重要性を真に理解しているかという理解度を確認するためには、

エンドライン調査によって定量的なデータを確定する必要がある。 

 

指標 2-4 70％以上の利用者が ITS サービス提供が改善していると感じており、ITS カスタマー

サービスに満足している 

インタビュー及び質問票で回答したスタッフ、教員及び学生は、ITS スタッフによるサービ

ス提供に満足しており、ITS は以前と比較してシステマティックに問題に対応していると感じ

ている。 

トンガにおける現地調査において、トンガキャンパス、ハーパイ離島ラーニングセンター及

びババウ離島ラーニングセンターのスタッフ全員が、ITS のサービスデリバリーに満足してい

ると述べた。 

利用者の 70％以上が ITSサービスの改善を感じているかという定量的なデータはエンドライ

ン調査で確定する必要があるものの、本調査で得た情報から調査団は、本指標は達成される見

込みが高いと判断した。 

 

指標 2-5 プロジェクトアクティブ・リスポンス・システム及びインシデント・マネジメント・

データベース・システムが IT サービス提供を強化するために利用されている 

ネットワークオペレーションセンター（Network Operation Centre：NOC）はネットワークで

起こり得る問題を発見し警告するツールを開発しており、同ツールで集められた情報が主要な

ネットワークの問題を解決・防ぐために利用されることにより、カスタマー中心の IT サービス

提供が強化されることが期待されている。 

プロジェクトアクティブ・リスポンス・システムは既に確立されており、インシデント・マ

ネジメント・データベース・システムは完了寸前で、カスタマー中心の IT サービス提供強化の

ために本プロジェクト終了までには実用化されることになっている。 

このため、本指標は達成できる可能性が高い。 

 

【アウトプット 3】遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 

ほぼ計画どおりに活動は実行されている。指標によっては既に達成されているものも多く、イ

ンタビュー及び質問票により回答したカウンターパートは全員、アウトプット 3 はプロジェクト

終了までに達成できると述べていたことから、このアウトプットは達成される見込みである。 

 

指標 3-1 Moodleを利用する遠隔教育提供科目の割合が 90％まで増加する/Moodleシステムの安

定性、利用性及び機能性が強化される 

この指標は USP の重要業績評価指標（Key Performance Indicators：KPI）から採用されたもの

である。Moodle を利用する遠隔教育提供科目の割合は、2009 年 5 月には 41％であったが、2011

年 12 月には 85％まで増加しており、プロジェクト終了までには、目標値である 90％を達成で
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きる見込みとなっている。 

CFDL のスタッフの多くは、CFDL 外のスタッフにも公開されている日本人専門家によるワ

ークショップが有効であり、Moodle 利用の効果的な方法を学ぶことで、本指標に良い影響を与

えたとしている。 

JICA は、ロードバランサー（PCMA）を導入した。同機材によって、サーバーの付加の平衡

が改善され、Moodle システムの安定性、利用性、機能性の強化に役立ったため、Moodle を利

用する遠隔教育提供科目増加に寄与したと考えられる。 

 

指標 3-2 モバイル技術を利用した相互学生支援システムのパイロットプロジェクトが 1 件以上

成功裏に実施される 

ITS 内でモバイル技術の活用を検討している m-learning チームは、現在 6 件のプロジェクト

を試行中であり、既に SMS（Short Message Service）ゲートウェイを提供し、学生支援の機能性

が増加してきている。USP 副学長によれば、1,000 台のタブレット購入を含む 20 万 FJD を

m-learning の開発に充てており、20 コースの Moodle の機能をタブレット上で提供するトライ

アルをサモアで 2012 年 8 月から開始することになっている。 

m-learning のコンポーネントについては、PDM Version 1.0 ではモバイル技術を使ったかなり

限られた内容であったところ、本指標は目標を上位とする改訂を行うなど、もともと考えられ

ていたスコープを超えた達成が見込まれている。 

FSTE 及び CFDL は m-learning の可能性を認識しており、本指標についても、調査団はプロ

ジェクト完了までに達成できると判断した。 

 

指標 3-3 70％以上の CFDL スタッフ及び教員は、遠隔教育法のワークショップに満足している

/ワークショップの成果がコースデザインや開発に実践されている事実 

インタビュー及び質問票で回答したスタッフ及び教員すべては、遠隔教育法のワークショッ

プに満足していると回答した（ワークショップ参加者の満足度は 79％）。したがって、同指標

の前半については、達成できたと考えられる。 

PDM Version 2.0 改訂時に追加された後半の指標については、CFDL のスタッフや教員に関し

ては、同ワークショップの成果がコースデザインや開発で実践されていたため、達成できた。

さらに、日本人専門家は、CFDL のスタッフや教員以外にも公開のワークショップを開催して

おり、大学教授や講師がワークショップで学んだ知識や技術をコースデザインや開発に利用し

ている可能性はあるが、この点はエンドライン調査によって確定されるべきである。 

 

【アウトプット 4】Japan-Pacific ICT センターの運営方針及びサービスが確立される 

「指標 4-2 ICT センターにおいて 4 回以上の広域 ICT イベントが開催される」及び「指標 4-4 広

域 ICT 機関のための事務所スペースがすべて占有されている」は既に達成されている。 

しかしながら、「指標 4-3 インキュベーションスペースが占有され、占有テナントが ICT から

受けられるサービスや支援に対して満足している」の進行は遅く、「指標 4-1 ICT センターの運

用計画が策定され承認された事実」については、新しく ICT センター長が採用されたため、新し

いビジネスプランを策定している状況となっている。 

新しいビジネスプランはまだ策定・承認されていないものの、それ以外の活動は開始されてお
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り、評価団は、アウトプット 4 は達成されると判断した。 

 

指標 4-1 ICT センターの運用計画が策定され承認された事実 

中間レビューにおいて、既に達成されたと考えられていたが、新 ICT センター長の着任によ

り、ビジネスプランの変更を余儀なくされている。大学の広いインプットをもって、一刻も早

く新ビジネスプランを策定する必要がある。 

この点は大学側も理解しており、ビジネスプラン策定を促進する意向である点が確認できた

ことから、本指標はプロジェクト終了までに達成される見込みであると判断した。 

なお、同プランの策定の有無にかかわらず、これまでの運用方針に沿って日々の業務は滞り

なく実施されており（実際、以下の指標 4-2 から指標 4-5 についてもおおむね順調な進捗をみ

せている）、現時点で本指標の未達成が ICT センターのサービス確立に及ぼす影響は限定的で

あると考えられる。 

 

指標 4-2 ICT センターにおいて 4 回以上の広域 ICT イベントが開催される 

「南太平洋 ICT 万博」「大洋州ネットワークオペレーターグループ第 9 回教育ワークショッ

プ及び研修」「インターネットガバナンスフォーラム」「日本宇宙航空研究開発機構（JAXA）

－JICA/JOCV－USP 教育イベント」及び「ICT 及びオセアニア文化に関する国際会議」など、

既に 5 回の広域及び国際的な ICT イベントが ICT センターで開催されている。 

本指標は達成されている。 

 

指標 4-3 インキュベーションスペースが占有され、占有テナントが ICT から受けられるサービ

スや支援に対して満足している 

この指標に関連する活動の進捗状況は思わしくなかった。 

インキュベーションスペースは 3 スペースあるが、テナントは入居していない。しかしなが

ら、ようやく賃貸契約・条件が整い、テナント選定が行われたため、間もなくインキュベーシ

ョンスペースはすべて占有される予定となっている。問題は、プロジェクトの終了が迫ってい

るために、ICT センターが提供するテナントへのサービスと支援の質を確実にすることが難し

いことである。 

プロジェクト完了前のエンドライン調査でテナントの満足度を検証することが望ましい。 

よって、調査団は、本指標については、プロジェクト完了までに部分的に達成可能と判断し

た。 

 

指標 4-4 広域 ICT 機関のための事務所スペースがすべて占有されている 

ICT センターには、ICT 関連地域機関のために 4 オフィススペースが準備されており、PITA、

太平洋島嶼国 ICT リソースセンター（PIRRC）、国際通信連合（ITU）及び PacCERT が入居し

た。PITA に関しては、ICT センターにオフィスを移動する以前から、ICT センターで ICT に関

するトレーニングコースを開催している。PacCERT はプロジェクトを通して JPCERT/CC から

支援を受け、発足した。 

本指標を超えたインパクトとしては、4 つの ICT 広域事務所が終結したことで、情報共有や

技術の共有が図られ始めていることである。 
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本指標は達成された。 

 

指標 4-5 PacCERT が ICT センターに設立され、地域内にサービスを提供する基本的な体制が

整う 

サイバーセキュリティに関するセミナー及びパネルディスカッションが 2011 年 7 月の ICT 

EXPO で開催され、JPCERT/CC のプロジェクト専門家が PacCERT 設立の支援を開始している。

IT セキュリティは大洋州でも重要なイシューとして認識され始めており、2 年間常勤スタッフ

が決まらなかったために開始されなかったコンポーネントであるが、現在は遅れを取り戻すべ

く進行しており、JPCERT/CC のプロジェクト専門家及び PacCERT のスタッフも遅れを取り戻

せると考えている。PacCERT 事務所の整備はおおかた終わり、マネジャーと技術スタッフが

2012 年 9 月、2 週間の本邦研修にて集中的なインシデント・ハンドリングとマルウェア分析を

習得することで、基本的な業務をカバーすることができるようになると考えられる。 

本指標は、プロジェクト完了までに達成することが可能であると考えられる。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成度 

【プロジェクト目標 1】魅力的な CS/IS コースが大洋州地域に提供される 

【プロジェクト目標 2】USP の ICT サービス提供能力が強化される 

いくつかの指標については、プロジェクト終了時の情報が必要であることから、調査団はエン

ドライン調査（2012 年 11 月中旬から 12 月上旬を想定）の実施を提案し、関係者の了承を得た。

エンドライン調査において定量的に確定しなくてはならない指標があるものの、本調査結果とし

ては、プロジェクト目標は、下記の理由によりプロジェクトが完了する前に達成できる見込みと

判断した。 

① ソフトウェア工学（Bachelor of Software Engineering：BSE）及びネットセントリックコン

ピューティング（Bachelor of Net-centric Computing：BNC）の二つの学士号プログラムが

2011 年 7 月（2011 年度後期）から提供されており、それぞれのプログラムに 12 名ずつ所

属している。2012 年前期からは、BNC には 38 名、BSE には 44 名の学生が入学しており、

オーストラリアコンピューター学会（Australian Computer Society：ACS）の認定が受けら

れたことによりさらに BNC と BSE 取得を希望する学生が増加すると考えられる。 

② USP-Net がアップグレードされ、ICT サービス提供能力が強化されている。 

 

指標 1．BNC/BSE 学士号プログラムが国際的な認定機関によって暫定的に単位認定された事

実 

BNC 及び BSE は両方とも暫定的に ACS に単位認定された。ACS はソウル協定に所属し、同

団体で認められた単位は、英国、米国、カナダ、オーストラリア、香港、台湾、日本で単位が

認められる。本指標は達成された。 

 

指標 2．80％以上の BNC/BSE 学士号プログラム在学生が、同プログラムに満足している 

2011 年後期の学生によるコースレビューでは、BNC/BSE 学士号プログラムに対する満足度

は高い。また、ICT センター内にソフトウェア工学及びネットセントリックコンピューティン

グのラボが設置されることになっており、さらに学生の満足度が上昇することが見込まれてい
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る。同プログラムは 2011 年後期から提供が開始されたばかりのプログラムであるため、エンド

ライン調査によって 2012 年の学生によるコースレビュー結果を確認する必要がある。よって本

指標の達成度は未確認である。 

 

指標 3．70％以上の本校及びリージョナルキャンパス在学生が、ICT を通じた教育サービスの

提供に満足している 

トンガのババウ離島ラーニングセンター及びハーパイ離島ラーニングセンターでインタビュ

ーした学生は全員が、Ku-band が設置されてから USP-Net の接続が早くなり教育サービスが向

上していることに対する謝意を表していた。 

しかしながら、定量的に同指標を確定するために、エンドライン調査によって、ある程度調

査対象の母集団を定めたうえで、本指標の達成状況を検証する必要がある。よって本指標の達

成度は未確認である。 

 

指標 4．70％以上の ICT センターの利害関係者及び利用者が ICT センターの施設やサービスに

満足している。 

ICT センターに対する関係者の期待は大きい。ICT センター利用者からは、ICT センター及

び JICA の支援に対するポジティブなコメントが寄せられている。 

ICT センターの主要な利用者として、科学技術環境学部（Faculty of Science, Technology and 

Environment：FSTE）学部長は、当初の計画よりもアクターが増えたため、スペースの問題は

あるものの、ICT センターの機能に満足していると述べた。ACS が、2012 年 6 月に暫定的な単

位認定を認めるかどうかを決めるために施設訪問した際に、新学部プログラムが ICT センター

内で必要な施設を有すると認められたことも特筆に値する。 

利害関係者及び ICT センター利用者の満足度を統計的に測る資料はなかったが、FSTE、PITA、

PacCERT 等、インタビューに応じた利害関係者や利用者計 53 名は全員が、インタビューの結

果 ICT センターの施設やサービスに満足していることが確認できた。しかしながら、本指標の

達成度は未確認である。 

 

４－４ 上位目標の達成見込み 

【上位目標】USP が改善された ICT 環境を通じて、南太平洋地域の ICT 人的資源開発に貢献す

る 

上位目標達成を検証するのは時期尚早であるが、プロジェクト目標と上位目標は密接に関係し

ており、プロジェクト目標が達成されれば、プロジェクト終了後 3 年から 5 年の間に達成する見

込みは大きいと考えられる。 

指標 3、4、5 及び 6 については、各指標について留意点を記述する。 

 

指標 1．インタビューに応じた USP 卒業生の雇用者（民間及び政府）の 70％以上が（ICT 関

連）スキルレベルに満足している 

 

指標 2．インタビューに応じた BNC/BSE 学士号プログラムを修了した USP 卒業生の 80％以上

が同コースに満足している 
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指標 3．BNC/BSE 学士号プログラムが国際的に単位認定されている事実 

BNC/BSE 学士号プログラムの ACS における正式な単位認定は、最初の学生が卒業して 1 年

たってからとなっているため、2017 年以降でなければ達成が不可能である。 

 

指標 4．CS/IS プログラムの在籍者が 2010 年と比べて増加している 

インタビューのなかで、本指標については、本プロジェクトの効果を測るためには、本プロ

ジェクトにより 2011 年に開始された BNC/BSE の学生数に限るべきであるという意見も出され

た。ただし、本プロジェクトは、BNC/BSE コースの設立以外の活動も行っているため、BNC/BSE

の学生数も確認するが、CS/IS プログラムの在籍者を指標とする必要がある。 

 

指標 5．学生数に対するコンピューター台数 

コンピューター台数は客観的に ICT 教育環境がどの程度整備されているのかを示す指標とし

ては分かりやすく、USP 側も本指標を非常に重要な KPI ととらえているため、本指標が設定さ

れている。ただし、必ずしも「コンピューター台数の増加＝ICT 教育の質の改善」となるわけ

ではなく、教員のスキルやカリキュラム等がより重要である点は留意すべきである。 

 

指標 6．リージョナルキャンパスにおける学生数が 2010 年と比べて増加している 

本指標の達成を検証するのは時期尚早であるが、トンガキャンパスの学生数は 2010 年と比較

して増加しており、増加傾向が継続すると考えられる。 

 

指標 7．本校及びリージョナルキャンパスの学生の授業や教育サービス提供への満足度が 2012

年に実施されたエンドライン調査と同じか上昇している 

 

４－５ 実施プロセスの検証 

（1）活 動 

プロジェクトは、コンポーネントによっては遅れたものもあるが、おおむね PDM 及び活

動計画（Plan of Operation：PO）どおりに、活動を実施している（同活動の内訳等については、

付属資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-3」を参照）。 

 

（2）技術移転の手法 

本プロジェクトにおいては、本邦研修、OJT（On the Job Training）、長期・短期専門家に

よるセミナーやワークショップにより、技術移転を包括的にサポートしている。技術移転の

手法に問題はみられず、カウンターパートをはじめとする関係者からの評価は高かった。 

短期専門家から受ける支援への満足度もとても高かったが、ITS のシニアスタッフからは、

プロジェクト第 1 期には、NOC と ITIL が別々の専門家によってハンドリングされていたが、

第 2 期からは、同一の専門家が担当したことで、NOC が情報を収集し、ネットワークシステ

ムから警告を出すのに対し、集められた情報や警告を使って ITIL フレームワークに則って問

題を解決するというようにリンクがとられるようになったことが効果的であったという声

があった。その他、新学士号プログラムについては、USP 側の人的資源が不足しているとい

う側面があるという声があった。 
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（3）プロジェクト管理 

プロジェクト管理に大きな問題はみられなかった。 

プロジェクトは、2 カ月に 1 度プロジェクト関係者が集まる「プロジェクト・ミーティン

グ」が 2010 年 10 月の第 1 回 JCC まで開催されていた。その後、プロジェクトは、プロジェ

クト関係者内での情報共有・交換の場をもつため、短期専門家の参加を含め、定期的もしく

は一時的なミーティングへの参加によりプロジェクト管理を行っている（USP Net-Task Force

月例会合、ITIL ワーキンググループ月例会合、SCIMS 理事四半期会合、m-learning 会合、2012

国際会議運営委員会月例会合など）。 

一般的に日本人長期専門家とカウンターパートの関係は緊密で、大学学部や支援部との間

の仲介役としても機能している。しかし、新しいカウンターパートのなかには、USP カウン

ターパート及びプロジェクトチームとの関係がまだ強固となっていないカウンターパート

が存在していた。 

 

（4）プロジェクトに対する認識 

インタビューした数名の学生を含むカウンターパートやターゲットグループにおいて、プ

ロジェクトに対して特に USP-Net のコンポーネントの認識度が高かった。教育省のコンピュ

ーター教育の担当官は、バヌア・バラブ島のアディ・マオパ中・高等学校が Ku-band の設置

を受けたこともあり、プロジェクトをよく認識していた。ICT に関する開発パートナー機関

のなかでは、ITU、PIRRC、PITA 及び PacCERT が ICT センターに入居するなど、プロジェ

クトとの関係は密であるが、太平洋共同体（SPC）は、サイバーセキュリティは SPC の優先

分野でもあり、PacCERT の理事会役員も務めるなど、プロジェクトの連携関係は強化されて

いる。 

 

（5）プロジェクト効果に影響した貢献要因 

2010 年 6 月 16 日及び 17 日に、トンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT センター

は、域内機関である PacCERT、PIRRC、PITA、ITU の拠点とすること、USP と SPC は大洋

州地域全体の ICT 開発のイニシアティブをとることが承認されたが、これにより、USP は、

地域内の ICT 開発の主要な提供者として認識され、USP 内における ICT 開発に対するさらな

るコミットメントを引き出した。また、実際に ICT センターが PacCERT、PIRRC、PITA 及

び ITU の拠点となることが実現し、ICT 大臣会合と USP のコミットメントにより、強くポジ

ティブな効果がプロジェクトの有効性に大きく影響した。 

 

（6）プロジェクト効果に影響した阻害要因 

ICT センター長の不在は、特にアウトプット 4 に負の影響を与えていると考えられていた

が、プロジェクトスーパーバイザーをはじめとした努力により、多くの活動がカバーされて

いる。新しい ICT センター長は 2012 年 1 月に着任し、ビジネスプランの策定、ビジネスイ

ンキュベーション及び地域機関の連携を担当している。 

PacCERT については、約 2 年間、スタッフの給与を含む運営資金のめどがたたなかったこ

ともありなかなか本格始動がなされていなかったが、JPCERT/CC の支援を受けた ITS ディレ

クターの努力もあり、理事会が発足した。3 年後の財政的独立を目標とする 5 年間の戦略ペ
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ーパーが作成された。USP は理事長として、オフィススペースの提供及び 3 年間のスタッフ

の給与をカバーすることを決定している。PacCERT はすべての物事の決定にすべての理事会

メンバーの合意が必要であるため、現状の理事会のシステムが必ずしもスムーズな運営を約

束するものではない状況にある。 

アウトプットレベルの外部要因として、「ITS、CFDL、SCIMS 及び ICT センターのカウン

ターパートが継続して USP に勤務している」が挙げられているが、2、3 名の教授及び講師

が最近になって辞職したため、残された教授や講師への負担が増している。BNC/BSE コース

は ACS に仮単位認定をされているが、これには、教員のレビューや提供されている教育の質

も含まれているため、教授や講師を失うことは、阻害要因となる可能性が否めない。 
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第５章 評価結果 
 

本評価は、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点により実施さ

れた（評価内容の詳細等については、付属資料「２．評価グリッド」を参照）。 

 

５－１ 評価 5 項目ごとの評価 

５－１－１ 妥当性 

下記の観点から妥当性は非常に高いと判断される。 

 

（1）大洋州地域政策との整合性 

プロジェクトは、大洋州地域政策である「パシフィック・プラン」中の「大洋州地域デ

ジタル戦略」と整合性がある。 

「大洋州地域デジタル戦略」は、パシフィック・プラン中、大洋州フォーラム国の経済

成長、持続的開発、グッドガバナンス及びセキュリティを促進するためのイニシアティブ

の一つである。同戦略には、通信技術アクセスの向上、コスト削減、グローバル ICT バッ

クボーンとしての確立、投資拡大のため不適切な規制を解除すること、ICT スキル強化が

優先課題となっている。 

 

（2）USP 戦略計画との整合性 

プロジェクトは、下記戦略計画と整合性がある。 

① USP は、メンバー国の教育大臣及び太平洋諸島フォーラム（Pacific Islands Forum：

PIF）、SPC からの代表で構成される大学評議会によって運営されているが、USP

「2020 年までの展望を示した最終報告書（The Final Report, A Regional University of 

Excellence：Weaving Past and Present for the Future, A Vision to the Year 2020）」のな

かに、ICT 開発及び ICT 教育が含まれている。 

② USP 戦略計画 2010-2012 のなかで、「2010 年までに大洋州島嶼国のなかで新しい ICT

センターが建設され、それにより、域内メンバー国の情報技術のニーズに重大で持

続可能な貢献をしていくことが可能となる」としており、戦略計画のなかには、ICT

に関連する項目が含まれている。 

③ USP は、現在、USP 戦略計画 2013-2018 を策定中となっているが、USP の副学長補

によると、ICT 開発は USP 戦略のコアとも呼べるものであり、プロジェクトの妥当

性は高くなることはあっても低くなることはない旨述べた。 

 

（3）日本側の援助方針との整合性 

① 2009 年 5 月に北海道で開催された太平洋・島サミット（Pacific Islands Leaders’ 

Meeting：PALM）において採択された「北海道アイランダーズ宣言」のなかで、「経

済成長」「持続可能な開発」「良い統治」「安全確保」及び「人と人の交流～キズナ・

プラン～」を支援策の柱とし、「持続可能な開発」の教育分野のなかで、「教員のキ

ャパシティビルディングや、離島や地方部における教育機会の拡大のための支援」と

「持続可能な社会の構築に向けて活躍する人材の育成」が挙げられており、特に前者
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の「教員のキャパシティビルディングや、離島や地方部における教育機会の拡大のた

めの支援」については、貢献対象として、USP が挙げられている。2012 年 5 月には

PALM6 が開催され、ミレニアム開発目標（MDG）を達成するためにも保健や教育を

含めた社会サービス提供により持続的開発と人間の安全保障を推進することの重要

性を含めた「持続的開発と人間の安全保障」が大洋州諸国に対する支援の優先課題の

一つであることが確認された。 

② フィジー及び大洋州域内に対する国別援助方針は策定されていないため、対フィジー

事業展開計画が対フィジー及び大洋州域内協力に関する JICA の支援の方向性を示し

ている。現行の事業展開計画（2012 年 4 月版）では、優先課題としては、「環境/気

候変動」及び「脆弱性の克服」とされており、「脆弱性の克服」のなかには、開発課

題として、「大洋州地域の遠隔教育の強化」が挙げられており、本プロジェクトは、

同開発課題中の「島嶼・遠隔地教育支援プログラム」下に位置づけられている。協力

プログラムとしては、「無償資金協力により南太平洋大学の遠隔教育及びコンピュー

ター教育の機材・施設を整備するとともに、ICT センターの活用を支援するため、技

術協力プロジェクトにより、当該分野におけるキャパシティビルディングを実施す

る」と整理されており、日本側の援助方針と合致している。 

 

（4）必要性及び手段としての適切性 

上記（1）で述べたとおり、大洋州地域政策では ICT 分野を経済成長の柱としており、

南太平洋地域の ICT 人的資源開発に寄与する本プロジェクトの必要性は高い。また、南太

平洋地域では USP が ICT 教育の中核を担っている点や、わが国が ICT 分野の豊富な知見

（技術開発、運用、教育、啓発等）を有する点を考慮すると、実施機関を USP に定め、CS/IS

コースを設立するとともに、ICT サービス提供能力の強化を図る本プロジェクトは、手段

としての適切性も高いと考えられる。 

 

５－１－２ 有効性 

大部分のアウトプットは達成できる可能性が高く、進捗状況も着実である。いくつかのコン

ポーネントについては、部分的な達成となる可能性があるが、コンポーネントによっては予想

を上回る効果を上げているものもあるため、有効性は比較的高いと考えられる。 

 

（1）プロジェクト目標の達成度 

「4－3 プロジェクト目標の達成度」にもあるように、プロジェクト目標の達成状況を

測る指標の達成状況については、エンドライン調査において定量的な結果を確定する必要

性がある指標があるものの、プロジェクト目標は達成できると考えられる。 

アウトプットの大部分は達成されており、「指標 1. BNC/BSE 学士号コースが国際的な

認定機関により単位を認められる」においては既に達成されている。指標 2、3 及び 4 につ

いては、本調査範囲（遠隔キャンパスや BNC/BSE コースの学生や教員及び ICT センター

関係者に対するインタビュー及び質問票調査、トンガキャンパス視察）においては満たさ

れていることが確認できた。 

また、無償資金協力によって設立された ICT センターを、より有効活用することを本プ
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ロジェクトで促進できた点では、同案件との相乗効果が発揮できた。 

 

（2）アウトプットとプロジェクト目標の関連性 

4 つのアウトプットのうち、アウトプット 1、2 及び 3 は、国際的認定を受けた修士コー

スを改善されたインフラを通じたより良いサービスによって提供することにつながってお

り、プロジェクト目標 1「魅力的な CS/IS コースが大洋州地域に提供される」に直接関連

している。コンテンツ、インフラ、サービスといったすべての側面を強化するためのアウ

トプットとなっており、目標 1 を達成するために十分であると判断できる。 

また、アウトプット 2、3 及び 4 によって、改善されたインフラを通じてより良いサービ

スの提供が可能となるほか、ICT センターを巻き込んだ幅広いサービス提供が可能となる

ため、プロジェクト目標 2「USP の ICT サービス提供能力が強化される」に直接関連して

いる。日常的なインフラ運用の強化、Moodle やモバイル技術を活用した革新的なサービス

への取り組み強化、ICT センターによる高等教育の枠を越えたサービス提供がそれぞれの

アウトプットにより実現され総合的な ICT サービス提供能力強化につながっており、目標

2 を達成するために十分であると判断できる。 

 

（3）プロジェクトの進捗に影響を与えた貢献要因及び阻害要因の有無 

プロジェクトの進捗に影響を与えた要因はいくつか存在する。貢献・阻害要因について

は、「４－５ 実施プロセスの検証」に詳細を記した。 

 

（4）アウトプットレベルの外部要因が満たされているか 

大部分の外部要因は満たされているが、「４－５ 実施プロセスの検証」の阻害要因に

も記述があるとおり、アウトプットレベルの外部要因として、「ITS、CFDL、SCIMS 及び

ICT センターのカウンターパートが継続して USP に勤務している」については 2、3 名の

教授及び講師が最近になって辞職するなど、現在満たされていない状況にあり、プロジェ

クト目標達成の阻害要因とならないよう、USP が対応を急いでいる。 

 

５－１－３ 効率性 

関係者の努力により大きな問題を生じさせることなくプロジェクトは進捗しているが、下記

のように、専門家や機材の投入タイミングの遅れや外部要因の影響などは生じていた。このた

め、効率性は中程度であると判断する。 

 

（1）アウトプットの達成レベル 

ICT センタービジネスプランが策定され承認されるという指標以外は、アウトプット達

成を測る指標はおおむね達成されている。また、アウトプット達成状況から、個々の活動

についても、アウトプットを産出するに十分なものであったと判断できる。なお、ビジネ

スプラン策定に関しては、ICT センター長の人選に時間を要したことが主な要因であり、

活動そのものは十分であったと考えられる。 
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（2）アウトプットを達成するための投入の質、量、タイミング、コスト 

「４－１ 投入実績」に述べられているとおり、大部分の投入は、その量・質・タイミ

ングともに適切であり着実に実施されている。特にアウトプット 3 については、当初予定

されていたよりも大きな成果を上げ、カウンターパートから高く評価されている。プロジ

ェクト前半には、プロジェクトのチーフの派遣及び機材調達の遅れがみられたが、現在で

は解決している。 

ICT センター長不在問題に関しては、2012 年 1 月にセンター長が着任し、ビジネスプラ

ン策定、ビジネスインキュベーションと地域機関連携を担当している。コストについては、

本プロジェクトの前案件である「南太平洋大学遠隔教育・情報通信技術強化プロジェクト」

（2002 年 7 月から 2005 年 6 月まで）と比較すると、同案件は約 3.2 億円の予算規模（長

期専門家 4 名、短期専門家延べ 27 名、機材供与約 9,700 万円）であった。本プロジェクト

と類似の活動もあるが、異なる活動もあるため単純比較は困難であるが、当時長期専門家

4 名を投入していたが、本案件では当時及びその後の無償資金協力等で培った実施機関と

の関係を基に、長期専門家 2 名という体制で実施できた点や無償資金協力での ICT センタ

ーというリソースを有効活用するなど、コスト面でも効率的に活動が実施できた点は評価

できる。 

 

（3）活動レベルの外部要因が満たされているか 

活動レベルの外部要因である「カウンターパートのトップマネジメント（ITS、CFDL、

SCIMS 及び ICT センター）がプロジェクトに活発に参画している」については、一部満た

されていないが、他のカウンターパートがフォローすることによってプロジェクトへの影

響が最小限に抑えられている。 

 

５－１－４ インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成の検証には時期尚早であるが、現時点のアウトプット達成状

況から、上位目標「USP が改善された ICT 環境を通じて、南太平洋地域の ICT 人的資源開発に

貢献する」は達成できる見込みであると判断できる。理由は、「４－４ 上位目標の達成見込

み」に記載の事項に加え、現時点でネガティブなインパクトはみられず、既に下記 3 点のポジ

ティブなインパクトが発現していることが挙げられる。 

① USP のフィジー中高等学校への協力 

アディ・マオパ中高等学校への Ku-band 設置及び USP-Net の提供が開始されているが、

USP は、フィジーの公立中高等学校の e-learning をサポートすることが決まっており、本

プロジェクトで技術が向上したカウンターパートにより、プロジェクトを超えた協力が開

始されている。 

② プロジェクトのターゲットグループを超えた裨益 

- トンガのハーパイ離島ラーニングセンターはハーパイ中高等学校の敷地内にあるた

め、Ku-band が設置されてから、USP の学生だけではなく、中高等学校関係者、政府

関係者等が同センターを利用している。 

- ICT センターで開催されたセミナーやワークショップは、USP スタッフや学生に限ら

ず、外部教育関係者〔フィジー国立大学（Fiji National University：FNU）のような他
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大学関係者や中高等学校の教職者、学生〕、ICT 企業スタッフや政府関係者等にも提

供されている。 

③ トンガキャンパスの学生数の増加 

上位目標の達成指標の一つにある学生数の増加について、トンガキャンパス中、本島の

トンガタプ本校及びババウ離島ラーニングセンターにおいては学生数が増加している。特

にババウラーニングセンターについては、Ku-band 設置後、今までトンガタプ（本島）で

就学していた学生が、トンガタプでしか受けられなかった講座やコースを同センターで継

続受講することが可能になったため、地元（離島）に戻ったケースが多くみられた。 

 

５－１－５ 持続性（見込み） 

以下の点で、持続性は高いと考えられる。 

 

（1）政治的、組織的な側面 

パシフィック・プランの大洋州地域デジタル戦略や USP の 2020 年に向けたビジョン等

の存在もあり、USP は ICT の発展及び教育に対する長期にわたる継続的なコミットメント

が期待でき、信頼できるカウンターパートである。また、USP は地域の中核的高等教育機

関になるとの特色を打ち出し、運営資金を拠出している加盟各国からの学生に対し、より

良い教育をより利便性の高い手段で提供することに尽力している。履修者数が多く需要の

高い学問領域（CS/IS を含む）における授業科目を充実させ、より多くの授業料収入を得

ることも経営の観点から重要視し、それを実際に実行している。こうした大学の明確な運

営方針から、USP は当該地域のデュアルモード（対面及び遠隔教育）の高等教育機関とし

て存続していくことができると考えられる。 

 

（2）財政的な側面 

USP はプロジェクトの効果持続に必要な供与機材の経常費用（C-band 及び Ku-band の衛

星通信費用や ICT センターの電気代）、プロジェクトの活動に関連する費用（国際単位認

定及び m-learning コンポーネントに係る費用）、及び ICT センター維持管理費用（ICT セ

ンター長を含む ICT センタースタッフの給与及び PacCERT スタッフの 3 年間の給与）に

対する予算の手当て、確保を行っており、プロジェクト終了後もプロジェクトで実施され

ている活動を継続していくのに問題はないとしている。 

 

（3）技術的な側面 

導入する ICT 関連技術、機材については、USP のマネジメント層も教育提供のためのツ

ールとして認識し、大洋州地域の実情に合ったものを導入し、技術者も育成されている。

そのため、プロジェクト終了後にメンテナンス技術不足などによって使われなくなるなど

の問題は起きにくいと考えられ、プロジェクト終了後も活動を継続することに問題ないと

するカウンターパートが大部分であった。しかしながら、カウンターパートのうち、何名

か離職者が出たこともあり、技術面での持続性は組織面や財務面での持続性と比べると弱

い。ただし、この点については、本プロジェクト当初から USP も専門家も認識しており、

こうしたリスクを最初から勘案し、人材・技術面における自立発展性を確保するために、
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システムとして持続的に機能するように配慮して本プロジェクトを運営してきている。 

 

５－２ 結 論 

実績の検証、プロジェクトの実施プロセス及び 5 項目評価の結果、プロジェクトはプロジェク

ト期間内にプロジェクト目標を達成できると考えられる。したがって、R/D で計画された予定期

間のとおり、プロジェクトを終了することが適当である。 
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第６章 提言及び教訓 
 

USP において、専門家派遣を通じた技術支援を行っている日本に対するカウンターパートの信

頼は非常に大きく、ICT 分野においては、日本をリーディングドナーと位置づけており、今後も

日本とパートナーシップを組んでいきたいという大きな期待がある。 

韓国、中国、マレーシア等が大洋州における ICT 分野における支援に興味を示しているなか、

大洋州地域における ICT の中核を担っていくことが期待されている USP に対し、ICT センターを

日本が支援している意味は大きく、今後も引き続き存在感を保つことを期待したい。 

終了まで半年を切った本プロジェクトにおいて、プロジェクト終了までに実施する必要性があ

る活動に関する提言並びに、プロジェクト終了後にプロジェクト効果を持続させるために必要と

なる事項に関する提言及び本プロジェクト実施により得られた教訓を以下に記す。 

 

６－１ 提 言 

６－１－１ プロジェクト終了までに完了させることが必要な活動に関する提言 

（1） ICT センタービジネスプランの策定（USP 側・日本側プロジェクトチームに対する提言） 

「アウトプット 4：Japan-Pacific ICT センターの運営方針及びサービス体制が確立され

る」に係る活動の大部分は ICT センタービジネスプランなしで進められてきたが、ICT セ

ンターの方向性を確定するためにもビジネスプランを完成させることは重要であるため、

プロジェクトスーパーバイザーを中心に対話と相互理解の下、早急にビジネスプランを策

定することが望まれる。 

開発パートナーからはビデオコンファレンスや他のファシリティの利用を希望する声が

ある。センター利用規定が策定されたため、ICT センターを持続可能な施設にしていくた

めに必要な収入源確保に結びつくことが期待されている。 

 

（2）残りの Ku-band 設置の完了（USP 側・日本側プロジェクトチームに対する提言） 

インタビュー及び質問票に回答したカウンターパートの全員が、「指標 2-2 Ku-band が

ハブ（USP 本校）及び離島 USP ラーニングセンター9 カ所に設置されているという事実」

がプロジェクト終了前に完了するのに問題ないとしている。Ku-band 衛星の設置による大

きなインパクトを遠隔キャンパスや離島ラーニングセンターで確認したため、残る 3 カ所

の Ku-band の設置をプロジェクト終了前までに必ず完了するよう提言した。 

 

（3）エンドライン調査の実施（JICA への提言） 

プロジェクト目標の指標を達成しているかどうかについては、新学士号コースについて

は、学生の満足度が分かるデータがプロジェクト完了直前まで入手が難しいこと、（ある

程度母集団を限定した）定量的な追加調査が必要であるため、本調査にて確認した評価結

果の確定のために、エンドライン調査を実施する必要がある。一部の指標では、調査対象

が広い（全学生等）ため、適当なスケールを設定してエンドライン調査を行うよう提言し

た（エンドライン調査の詳細については、付属資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の

「Annex-8」及び付属資料「４．エンドライン調査項目」を参照）。 
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６－１－２ プロジェクト終了後、プロジェクト効果を持続させるために必要となる事項に関

する提言 

（1）インキュベーションスペースのテナントに対する継続した支援（USP への提言） 

ビジネスインキュベーションに係る活動が本格始動したのは、第Ⅱ期に入ってからであ

ったが、ようやくインキュベーションスペースのテナントが選出された。ビジネスインキ

ュベーションスペースを効果的で魅力的なものにするためには、USP がプロジェクト終了

後もテナントに対する技術的・事務的な支援を提供し、テナントが有効なビジネスを軌道

に乗せることができるようにその状況を確認し、総合的な支援を継続することが不可欠で

ある。 

 

（2）高まりつつある友好・連携関係を正式な形にし、確固なものにする（USP、熊本大学、

PacCERT 及び JPCERT/CC に対する提言） 

本プロジェクトを通じて、熊本大学と CFDL、JPCERT/CC と PacCERT の連携が実現し、

技術移転に大きな成果をもたらした。今後は、これらの連携がさらに深まるよう、組織間

の MoU（覚書）の締結などを通じて連携関係を正式な形にすることによって関係強化を促

進する必要性があることを提言した。 

 

（3）学生へのサービス向上のため、ICT 施設への投資の継続（USP に対する提言） 

Ku-band 導入により、リモートキャンパスの学習環境が飛躍的に改善されたことが確認

された。しかし、これまでの C-band を活用しているキャンパスについては、さらなる環境

の改善の声が聞かれた。今後、リモートキャンパスの学生の増加が期待されるため、引き

続き、ICT 関連機材の改善が必要であることを提言した。 

 

（4）プロジェクトによって発現した効果を地域内に拡大発展していく（USP 及び JICA に対

する提言） 

本プロジェクトでは、新しいプログラムの新設や Ku-band の導入をはじめとする遠隔教

育のインフラ整備を行ってきたが、一部の取り組みはさらなる継続的な取り組みが必要で

ある。JICA は、2000 年から本分野での支援を続けているが、その成果がようやく芽を出

したばかりであるため、USP 及び JICA が引き続き、大洋州地域における ICT の発展をリ

ードしていく必要があることを提言した。 

 

６－２ 教 訓 

（1）遠隔地支援の強調 

本プロジェクトは、離島部における学習環境改善に大きな成果をもたらした。しかし、今

回のトンガでの調査を通じて、さらなる改善のニーズがあることが分かった。大洋州のよう

な隔離性の高い地域においては、遠隔地に住む直接受益者の意見を吸い上げて案件形成をす

ることが重要である。 

 

（2）プロジェクト実施における相互理解・信頼醸成の重要性 

相互理解や信頼醸成をプロジェクトの早期に築くことは、問題ができた際には、パートナ
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ー同士の協働により解決の糸口を早期に発見することが可能となる。 

本プロジェクトにおいては、カウンターパートと直接のコミュニケーションを可能な限り

行い、問合せにはできるだけ早く応対し、威圧的な態度を極力避けることを実践したことで、

相互理解や信頼醸成を確固たるものにできた。このようなコミュニケーションの重要性は当

然のことであるが、場合によっては忘れられやすいことでもあるため、必ず留意する必要が

ある。 
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．
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
和
文
）

評価グリッド（和文） 

 
評価設問 

必要なデータ・情報 結  果  
大項目 小項目 

実績の検証 投入は計画どお

り実施されてい

るか 

専門家の派遣(J) 派遣時期、人数、担当分野 - プロジェクト開始以降、2 名の長期専門家、約 20 名の短期専門家

が派遣されている（M/M Annex-6）。 

- タイミング：チーフアドバイザーは 2010 年 9 月まで派遣されなか

った。それ以外の専門家はおおむね計画どおりに派遣されている

（M/M Annex-6）。 

- カウンターパート（C/P）は、専門家の人数や担当分野の技術は適

切であると評価している。 

- 長期専門家は、そのスキルと対応の迅速さが高く評価されていた。 

- パデコより派遣された短期専門家の業績は感謝されており、専門

家によって開催されたセミナーやワークショップも人気が高かっ

た。プロジェクトスコープ内の評価分析に関しては、評価が分か

れた。ベースライン調査専門家の専門がプロジェクトの求めるも

のと合致していなかった。 

- 熊本大学と JPCERT/CC（Japan Computer Emergency Response 

Team/Coordination Center）から派遣されたすべての短期専門家は

担当 C/P より高く評価されていた。 

- 国際会議「ICT（情報通信技術）とオセアニア文化」のセミナーや

ワークショップに対応するため、5 大学より大学教授がプロジェク

トの一環として派遣された。 

E2 

資金投入の実績(J) 報告書、関係者の意見 - 2012 年 7 月末時点での運営費、旅費、機材供与等、在外強化費に

よる支出は、94 万 9,610.15 フィジードル（FJD）となっている。

FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 Total 

743.65 642,129.33 286,388.50 20,348.67 949,610.15

- 関係者は資金投入のタイミングは適切であったとしている。   

2 

資機材投入の実績(J) 提供機材リスト、現状機材と

提供リストとの整合性 

- 機材供与に関しては、JICA は Ku-band を含む衛星関連機材を提供

している（M/M Annex-6）。機材は一部まだ設置されていないもの

もある。 

- 南太平洋大学（USP）とフィジー政府間の VAT（付加価値税）未

還付問題により、一部機材調達のタイミングに遅れが生じたが、

同問題は解決し、すべての供与機材は USP に納入済みとなってい

S2 
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る。 

C/P の研修派遣実績(J) 派遣の実績、人数、担当分野，

派遣者のレベル 

- 1 名の C/P（遠隔教育センター：CFDL）は、本邦研修にて長期研

修を受講した。   

- 7 名の C/P は、短期本邦研修に参加し、インタビューや質問票の

回答によると、研修期間や内容は適切であり、自分たちの仕事に

直接役立っていると評価していた。太平洋地域コンピューター緊

急対応センター（PacCERT）のスタッフ 2 名は 2012 年 9 月から IT

セキュリティに関する本邦研修に参加する予定。 

- 短期専門家により 18 セミナー・ワークショップが国内で開催され

ている。今までに延べ 800 名以上が参加しており、大変評判が良

い（平均満足度は 81.5％）。プロジェクトが終了するまでに 7 回の

セミナー・ワークショップが開催される予定となっている。 

- 南太平洋 ICT 万博（SPICTEX）及び「ICT とオセアニア文化」国際

会議においては、9 セッション・セミナーが開催され、280 名以上

が参加した。 

E3 

合同調整委員会（JCC）

の設置(L/J) 

委員会の活動状況   - JCC は 6 カ月ごとに開催されており、1 回目は、チーフアドバイ

ザーが着任した 2010 年 10 月に開催された。   

- JCC の設立前に、2 カ月ごとに開催するプロジェクト会合が開催

されていたが、第 1 回 JCC ののち、継続しないことが決まった。 

- 2 回目の JCC は中間レビュー調査時に開催され、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）は、2011 年 12 月に開催された

JCC で改訂された。 

- プロジェクトに関係する定期的もしくは一時的な会合や委員会が

開かれている。実践に必要な事項が詳しく協議されるため、小さ

な会合の方が適切であるという結論に達し、日本側長期専門家及

び短期専門家ができるだけ USP 内会議に参加するようにしてい

る。（例：USP Net-Task Force, ITIL Working Group Meeting, SCIMS 

Board Meeting, m-learning, CFDL ad-hoc meeting for Pedagogy, 

Emergency Response Team meeting, and 2012 International 

Conference Steering Committee） 

S 

C/P の配置(F) 人数、延べ人数、内訳 - USP 側は、プロジェクトマネジメントとして 6 名のカウンターパ

ートの手当てを計画していたが、そのうち、プロジェクトディレ

クターについては 2010 年前半より欠員となっている。 

2 
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- 新しい ICT センター長が 2012 年 1 月に赴任し、ビジネスインキュ

ベーション及び地域機関連携を担当している。 

- 20 名以上の C/P がプロジェクトに直接かかわっている(M/M 

Annex-5 (2))。 

- C/P 全員は、予定どおりすべてパートタイムの C/P となっている。

C/P は皆忙しいが、プロジェクトに熱意をもち、責任感をもって

参加している。 

その他のローカルコス

ト(F) 

コスト、関係者の意見 - プロジェクトに直接かかる運営資金、旅費、機材は、2012 年 7 月

末の時点で、約 65 万 4,810FJD となっている。これには、日本人

専門家のオフィススペースや光熱費、Ku-band 衛星に係る通信費等

が含まれているが、C/P の人件費については含まれていない。  

FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 Total 

480 33,480 448,680 172,170 654,810

- 参考までに、ICT センターのスタッフ給与以外の運営費用（2010

年度実績）は、70 万 FJD となっている。 

- 関係者は資金投入のタイミングは適切であったとしている。 

2 

アウトプットは

計画どおり産出

されているか 

新しい国際認定レベル

のBNC/BSE学士号プロ

グラムが提供されてい

るか 

活動の進捗状況（ベースライ

ン調査の実施の有無、最新動

向セミナー実施状況、新学士

号コースカリキュラム設計

状況、BNC/BSE プログラム

の実施及びコースレビュー

状況、エンドライン調査）、

目標値との比較 

- ベースライン調査は計画どおりに実施された。しかしながら、実

施した専門家は、教育の専門家で、評価の専門家ではなかった。  

- グローバルトレンドセミナー（"Software Quality Assurance", 

"Network Engineering", "Software Human Interface & User Centred 

Design", "Cloud Computing & Security", "Software Testing Tools", and 

"Android Programming and ITIL"）は計画どおり実施され、参加者の

満足度は高かった。  

- カリキュラムデザインに関する支援：完了 

- 新学士号プログラムの実施及びコースカリキュラムのレビュー：

BNC 及び BSE 学士号コースは 2011 年 7 月から提供されており、

オーストラリアコンピューター学会（ACS）によって暫定的に国

際単位認定が認められた。 

- エンドライン調査：プロジェクトの活動中に計画されていなかっ

たため、プロジェクト完了前に実施する必要がある。 

E3 

USP-Net（遠隔教育シス

テム）が効率的に利用さ

活動の進捗状況〔ベースライ

ン 調 査 の 実 施 の 有 無 、

- ベースライン調査は計画どおりに実施された。しかしながら、実

施した専門家は、ICT 専門家で、評価の専門家ではなかった。    

E2 
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れ、IT サービス部（ITS）

のサービス提供が向上

したか 

USP-Net サービス提供品質

研究調査・ソリューションの

実施及び機材調達、ネットワ

ークオペレーションセンタ

ー（NOC）に対するアドバイ

ス、USP-Net サービス中長

期戦略に対する支援、 ITIL

（ Information Technology 

Infrastructure Library）コンセ

プトに対する技術指導、ITIL

のためのトレーニング、エン

ドライン調査〕、目標値との

比較 

- USP-Net に関する調査の実施結果を基に、機材の調達、設置を計

画、実施している。調査は終了し、機材調達は完了している。  

- NOC 設立の支援：2 名が本邦研修を受講し、担当短期専門家が NOC

に関するアドバイスを提供している。2011 年末まで遅れている感

があったが、2012 年 8 月現在の進捗状況は順調。第 1 フェーズ NOC

システムは完了し、2012 年 8 月中に第 2 フェーズ NOC システムが

導入される予定となっている。 

- 機材及び運営ノウハウを提供することで帯域利用効率を改善：通

常の調達プロセスと異なり、機材調達が遅れたが、現在はハブサ

イトの建設が問題なく進んでいる。9 カ所のうち、6 カ所の建設が

完了し、2012 年末には、9 カ所すべての Ku-band 設置が完了する

予定。  

- USP-Net の中期戦略に関する指導が現在進行中。進捗状況は順調。 

- ITIL トレーニングを実施し、ITS スタッフによる専門認定証を確立

する。技術指導を通した、リージョナルキャンパスのための IT サ

ポートシステムの確立：ITIL は新しい概念であるが、今後取り組

んでいかなければならない重要なものとして受容されている。

NOC システムと組み合わされることにより、NOC で集められた情

報や出された警報を ITIL のフレームワークを利用して問題解決す

ることに使われている。 

- エンドライン調査：プロジェクトの活動中に計画されていなかっ

たため、プロジェクト完了前に実施する必要がある。 

遠隔教育において新

ICT 技術が活用され、推

進されたか 

活動の進捗状況（Moodle 提

供へのアドバイス、モバイル

技術利用ワーキンググルー

プへの参加、遠隔教育教授法

セミナー・トレーニングの開

催）、目標値との比較 

- Moodle システムのパフォーマンスや安定向上に関する指導：ほぼ

完了している。本活動は、第 1 回 JCC に更新され、PDM の 2 回目

の改訂においては新たな指標が追加されている。JICA は Moodle

サーバーの負荷を平衡させるバランサーを提供し、CFDL 技術スタ

ッフによると、本機材によってサーバーの負荷平衡が可能になり、

Moodle システムの安定化やパフォーマンスの向上に役立った。進

捗状況は良好である。 

- m-learning のワーキンググループに参加し、必要なアドバイスを行

っている：m-learning は科学技術環境学部（FSTE）及び CFDL の

期待が高い分野となっている。FSTE は既に片方向 SMS（Short 

E2 
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Message Service）サービスのトライアルを行っているが、それ以

外の双方向モバイルサービスについては、2012 年 8 月にサモアで

開始される。 

- セミナー：遠隔教育技術：2011 年 3 月及び 10 月にセミナーが開催

され、多数の参加者を得た。参加者の満足度は高かかった。鈴木

教授は USP が遠隔教育に対する研究を進めることを提言し、CFDL

を国際学会に紹介している。   

Japan-Pacific ICT セン

ターの運営方針及びサ

ービス体制が確立され

たか 

ICT センター運営と活用指

導、セミナーの開催、企業・

研究インキュベーション機

能の提供、ICT に関する他関

係機関との連携、ICT センタ

ーの域内の役割強化 

- ICT センターのワーキンググループへの参加及び必要なアドバイ

スの提供：中間レビュー時点では、プロジェクトはワーキンググ

ループに積極的に関与し、ビジネスプランが策定・承認されてい

たが、ICT センター長が新しく着任したため、ICT センタービジネ

スプランを変更する必要性が生じているが、現時点では改訂版ビ

ジネスプランはまだ策定されていない。   

- 大洋州地域内の発展のためのセミナーを開催する：2011 年 7 月に

開催された ICT EXPO や 2012 年 2 月の「ICT とオセアニア文化」

の国際会議においてセミナー開催を行ったほか、ICT センターにお

いては、広域のイベントが開催されている（Pacific Network 

Operators Group (PacNOG) 9 ‘Educational Workshop and Training 

(June 2011)’, ‘Internet Governance Forum (IGF) (July 2011)’, ‘Japan 

Aerospace Exploration Agency (JAXA) – JICA/JOCV – USP In-Flight 

Education Event, Live Q&A Session with Astronaut in International 

Space Station (ISS) for Suva Sangam College and USP Students (Oct. 

2011)’）。 

- ICT インキュベーション機能支援：2011 年 7 月の ICT EXPO におい

て、インキュベーション・アウェアネス・セミナーが開催された

が、ICT センター長の不在もあったため、この指標に係る活動の進

捗は遅れていた。ただし、2012 年 2 月以降、短期専門家の活躍に

より進捗状況が改善し、2012 年 8 月には、インキュベーションテ

ナントの選考が行われており、終了時評価の期間中にインキュベ

ーションスペースを占有するテナントが決定した。 

- 他のドナーとの連携及び ICT センターの地域における役割の拡

大：国際通信連合（ITU）、太平洋諸国電気通信協会（PITA）、太平

A2 
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洋島嶼国 ICT 規制リソースセンター（PIRRC）及び PacCERT が ICT

センターに集結し、ICT に関する 4 つの地域機関の情報共有やサポ

ートが始まっている。 

- PacCERT 設立支援：サイバーセキュリティに関するセミナーやパ

ネルディスカッションが 2011 年 7 月の ICT EXPO で開催された。

スタッフの給与の工面にてこずり、プロジェクト開始後 2 年以上

経過して、ようやくマネジャーと技術スタッフが採用され、スタ

ッフ採用が急速に進んでいる。2 名のスタッフは 2012 年 9 月には

インシデント・ハンドリング及びマルウェア分析に関する本邦研

修を受けることになっており、事務所のセットアップ、PacCERT

に必要な最小限の技術についてはカバーできる見通しとなってい

る。 

C/P に技術移転がなさ

れたか 

研修内訳、C/P の作成したコ

ース等の有無と質、関係者の

意見  

- 研修や技術サポートのレベルに C/P 全員が満足していると回答し

た。 

E 

活動にあたって、適正な

指導がなされたか 

- C/P によれば、OJT（On the Job Training）、セミナーやワークショ

ップはすべて効果的であり、感謝されていた。  

E 

C/P の能力は向上して

いるか   

- すべての C/P は、キャパシティを向上させるための技術支援に対

して感謝の念を表明していた。 

E 

プロジェクト目

標〔「魅力的な

CS/IS（コンピュ

ーター科学/情報

システム）コース

が大洋州地域に

提 供 さ れ る 」

「USP の ICT サ

ービス提供能力

が強化される」〕

の達成の見込み

はあるか 

目 標 指 標 達 成 状 況

〔BNC/BSE 学士号コー

スが（暫定的に）国際的

に accredited される、

80％以上の学生が新し

い学士号コースに満足

している、70％以上の学

生が ICT 提供に満足し

ている、70％以上の関係

者や利用者が ICT セン

ターの施設や提供して

いるサービスに満足し

ている〕 

CS/IS 学部生の意見、他キャ

ンパス学部生の意見、ICT セ

ンター関係者・利用者の認識

度、ICT 施設への資機材供

与・利用度 

- ソフトウェア・エンジニアリング（BSE）及びネットセントリック

コンピューティング(BNC)という 2 つの新学士プログラムが USP

評議会で公認され、2011 年 7 月から提供されている。2011 年第 2

学期からはそれぞれ 12 名ずつ、2012 年第 1 学期からは、BSE44

名、BNC38 名が在籍しており、ACS からの単位認定が行われてい

る旨を宣伝することができるようになると人数がさらに増加する

ことが見込まれている。 

- アウトプット 1、2 及び 3 はプロジェクト目標 1 達成に貢献してお

り、アウトプット 2、3 及び 4 はプロジェクト目標 2 達成に貢献し

ている。 

- 4 つの指標のうち、指標 1 については、既に達成している。 

S2 

実施プロセ 活動は計画どお  活動計画の確認、関係者の意 - プロジェクトは、おおむね PDM 及び活動計画（PO）どおりに、活 S2 
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スの検証 りに実施されて

いるか 

見 動を実施している。詳細は M/M Annex-3 を参照。 

技術移転の方法

に問題はないか 

 関係者の意見 - 本プロジェクトにおいては、技術移転を包括的にサポートしてい

る。本邦研修、OJT、長期・短期専門家によるセミナーやワークシ

ョップを組み合わせて効果的な技術移転が実施された。技術移転

の手法に問題はみられず、C/P をはじめとする関係者からの評価

は高かった。 

E 

プロジェクトの

マネジメント体

制に問題はない

か 

モニタリングの仕組み

や意思決定過程が明確

であり、実際に運用され

ているか 

関係者の意見、マネジメント

体制の確認   

- プロジェクトのマネジメントに特に問題はみられなかった。 

- プロジェクトは、2 カ月に 1 度プロジェクト関係者が集まる「プロ

ジェクト・ミーティング」を発足させた。しかしながら、プロジ

ェクトのマネジャーやリーダーの時間調整が難しかったこと、プ

ロジェクトが広範囲にわたったためにプロジェクト実施に必要な

詳細について話し合う機会となり得なかったため、開催意義が失

われたとして、2010 年 10 月の第 1 回 JCC にて継続しないことが

決まった。   

- 代替として、プロジェクトは、プロジェクト内での情報共有・交

換の場をもつため、定期的もしくは一時的なミーティングに長期

専門家もしくは短期専門家が積極的に参加している〔USP 

Net-Task Force 月例会合、ITIL ワーキンググループ月例会合、コン

ピューター科学・情報システム・数理学科（SCIMS）理事四半期会

合、m-learning 月例会合、CFDL 教育法に関する臨時会合、Emergency 

Response Team meeting、2012 国際会議運営委員会月例会合等〕。

- 日本人長期専門家と C/P の関係は緊密で、大学学部や支援部との

間の媒体としても機能している。日本人専門家の貢献は高く評価

されていた。ただし、ICT センター長は、USP C/P やプロジェク

トチームとの協働には至っておらず、将来的にセンター長の貢献

が期待される。 

S 

JICA 本部・在外事務所

の支援体制は整ってい

るか 

- JICA フィジー事務所及び日本人専門家は、機材調達で困難があっ

たことを認めている。これは、一般的ではなく複雑な調達形式で

あったこと及び仕様の変更等があったことに起因すると考えられ

る。 

- それ以外については、日本人専門家は JICA フィジー事務所や本部

S 
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より十分な支援を受けていると考えており、JICA フィジー事務所

も日本人専門家の業務遂行能力を高く評価している。  

プロジェクト内のコミ

ュニケーションの仕組

みはどのようになって

いるか 

- 日本人専門家と大部分の USP の C/P は密接に連携している。   

- 日本人長期専門家と C/P の関係は緊密で、大学学部や支援部との

間の媒体としても機能している。日本人専門家の貢献は高く評価

されていた。 ただし、ICT センター長は、USP C/P やプロジェク

トチームと協働しているとはいい難く、将来的なセンター長の貢

献が期待される。 

S 

実施機関や C/P

のプロジェクト

に対する認識は

高いか 

ターゲットグループや

関係組織のプロジェク

トにかかわる時間は十

分であるか  

関係者の意見 - C/P は、プロジェクト実施に対して、熱意や積極性を示していた。 

- C/P 全員が新しい技術の習得もしくは既存能力の向上に感謝して

いた。 

S 

C/P に積極性がみられ

るか 

- 日本人専門家と大部分の USP 側の C/P の関係は緊密であり、C/P

のプロジェクトに対するオーナーシップは強い。   

S 

実施機関がプロジェク

トの進捗に興味をもっ

ているか 

- インタビューした C/P のほぼ全員が、プロジェクトの進捗に大き

な興味をもっていた。 

S 

適切な C/P が配

置されたか 

 - プロジェクトマネジメントには 5 名の C/P が配置されることにな

っているが、プロジェクトディレクター（SCIMS 学部長/ICT セン

ター長）は 2010 年前半に退職してから 1 年以上不在となっていた。

2012 年 1 月から ICT センター長が指名され、インキュベーション

と地域機関の連携を主に担当している。 

- プロジェクトディレクター以外の C/P は活発にプロジェクトの初

期からプロジェクトにかかわっている。 

A 

ターゲットグル

ープや関係組織

のプロジェクト

への参加度やプ

ロジェクトに対

する認識は高い

か 

 - インタビューした数名の学生を含む C/P やターゲットグループに

おいて、プロジェクトに対する認識度は高かった。   

- フィジー教育省では、アディ・マオパ中高等学校に Ku-band が設

置されたこともあり、USP-Net コンポーネントと新学士号に関す

るコンポーネントに関してよく理解していた。 

- ICT に関する地域機関である ITU、PIRRC、PITA 及び PacCERT は

ICT センターの 4 階を占有し、プロジェクトに対する認識度も高ま

っていた。 

E 
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- 開発パートナー機関である太平洋共同体（SPC）は、サイバーセ

キュリティが SPC の優先分野の 1 つであることもあり、PacCERT

の理事を務めるなど、以前よりもプロジェクトとの連携関係が深

まった。 

プロジェクトの

実施過程で生じ

ている問題や、効

果発現に影響を

与えた要因は何

か 

 - 2010 年 6 月、トンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT セ

ンターは、域内機関である PacCERT、PIRRC、PITA、ITU の拠点

とすること、USP と SPC は大洋州地域全体の ICT 開発のイニシア

ティブをとることが承認された。これにより、USP は、地域内の

ICT 開発の主要な提供者として認識され、USP 内における ICT 開発

に対するさらなるコミットメントを引き出すなど、プロジェクト

効果に対し、強くポジティブな影響を及ぼしたと考えられる。 

- プロジェクトのチーフアドバイザーがプロジェクト開始後 7 カ月

遅れて投入されたことは、プロジェクトに対して、負の影響を及

ぼす可能性があったが、業務調整専門家及びチーフアドバイザー

の尽力により、プロジェクトの有効性に負の影響は特にみられな

かった。 

- 中間レビューにおいては、ICT センター長の不在は、特に成果 4

に負の影響を与えていると考えられていた。ICTセンター長は 2012

年 1 月 23 日に着任し、ビジネスプランの策定、ビジネスインキュ

ベーション及び地域機関の連携を担当している。 

- VAT 免税に関する問題により、一部機材の供給が遅延したが、現

在は USP が立て替えすることに合意し、今回の機材供給問題につ

いては、（一時的ではあるものの）解決している。   

- PacCERT については、中間レビュー時点においては、スタッフの

給与を含む運営資金のめどがたっていなかったが、USP が 3 年間

のスタッフ給与をコミットすることが決定し、3 年間で独立採算で

きるようにする必要がある。 

- 

妥当性 対象地域・社会の

ニーズに合致し

ていたか  

社会のなかにおける義

務教育後教育の位置づ

け 

大洋州域内戦略中の義務教

育後教育及び教育・ICT 開発

計画における位置づけ 

- 大洋州地域における ICT における人的資源への需要は増加してお

り、フィジーのほかオーストラリア、ニュージーランド等の義務

教育後教育機関は ICT 関連コースをこぞって提供している。  

- USP が民間セクターの需要に応え、地域の最高峰学府として生き

残るためには、さらに専門的な ICT 学士号を提供する必要がある。 

S 
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義務教育後教育及び

ICT セクターの全般状

況 

地域に関する情報や戦略ペ

ーパー、高等教育・ICT に関

する統計 

- 大洋州島嶼国においては、どのように教育サービスを僻地に提供

するかが大きな課題となっている。島サミットの北海道アイラン

ダー宣言のなかでは、「持続可能な開発」下に、「教員のキャパシ

ティビルディングや、離島や地方部における教育機会の拡大のた

めの支援」と「持続可能な社会の構築に向けて活躍する人材の育

成」が教育セクターの支援課題として認識されている。 

- 2011 年にヌメアで開催された ICT 大臣会合においては、USP が域

内の ICT 開発の中心となり、ICT 関連コースの提供、ICT のインキ

ュベーションやさまざまなサービスの提供を担うことが承認され

ている。 

E 

ターゲットグル

ープのニーズに

合致していたか  

C/P は本プロジェクト

をどのようにとらえて

いるか 

関係者の意見 

 

 

 

 

- C/P に対するインタビュー調査を通して、すべての C/P が、それ

ぞれのコンポーネントを通じて本プロジェクトの必要性を強く認

識していることが認められた。 

E3 

C/P 機関における本プ

ロジェクトの位置づけ

はどうなっているか 

- 本プロジェクトは C/P の間でも自分たちのプロジェクトであると

いうオーナーシップは高かった。 

- すべての C/P は、プロジェクトに対する感謝の念を示していた。 

S 

地域及び USP の

戦略計画との整

合性はあるか 

地域開発政策と合致し

ているか 

地域開発政策中の高等教

育・ICT の位置づけ   

- プロジェクトは、大洋州地域政策である「パシフィック・プラン」

中の「大洋州地域デジタル戦略」と整合性がある。 

- 「大洋州地域デジタル戦略」は、パシフィック・プラン中、大洋

州フォーラム国の経済成長、持続的開発、グッドガバナンス及び

セキュリティを促進するためのイニシアティブの 1 つである。同

戦略には、通信技術アクセスの向上、コスト削減、地球規模 ICT

基幹回線との高い帯域の確立、投資拡大のため不適切な規制を解

除すること、ICT スキル強化が優先課題となっている。 

E 

USP 3 カ年計画と合致

しているか 

高等教育（ICT)の USP 3 カ年

計画における位置づけ 

- USP は、メンバー国の教育大臣及び太平洋諸島フォーラム（PIF）、

SPC からの代表で構成される大学評議会によって運営されてい

る。USP「2020 年までの展望を示した最終報告書（The Final Report, 

A Regional University of Excellence: Weaving Past and Present for the 

Future, A Vision to the Year 2020）」には、ICT 開発及び ICT 教育が

含まれている。USP は、大学とメンバー国の ICT ニーズに応える

必要がある。センターやキャンパスから遠い遠隔地からのアクセ

スを改善する必要がある。2005 年からターゲットを定め、2010 年

E 



－
131

－

 

までにすべての大学のコースを遠隔教育で提供できるようにす

る。 

- 大洋州地域中、また地域を越えて新しい学生を得るには、ICT の効

果的利用は必要不可欠となっている。   

- USP 戦略計画 2010-2012 のなかで、「2010 年までに大洋州島嶼国の

なかで新しい ICT センターが建設され、それにより、域内メンバ

ー国の情報技術のニーズに重大で持続可能な貢献をしていくこと

が可能となる」としており、戦略計画のなかには、ICT に関連する

項目が含まれている。 

- USP は現在戦略計画 2013-2018 を策定中であるが、副学長補によ

ると、ICT 開発は戦略の中心に据えられており、プロジェクトの妥

当性は強くなっても弱くなることはない。 

日本の援助政策

との整合性はあ

るか 

 

島サミットのコミット

メントと整合性がある

か 

島サミットの優先及び行動

課題 

- 2009 年 5 月に北海道で開催された太平洋・島サミット（PALM）に

おいて「北海道アイランダーズ宣言」が採択された。 

- その行動計画のなかで、「経済成長」「持続可能な開発」「良い統治」

「安全確保」及び「人と人の交流～キズナ・プラン～」が支援策

の柱とされている。「持続可能な開発」の教育分野のなかで、「教

員のキャパシティビルディングや、離島や地方部における教育機

会の拡大のための支援」と「持続可能な社会の構築に向けて活躍

する人材の育成」が挙げられており、特に前者の「教員のキャパ

シティビルディングや、離島や地方部における教育機会の拡大の

ための支援」については、貢献対象として、USP が挙げられてい

る。 

- 2012 年 5 月には PALM6 が開催され、ミレニアム開発目標（MDG）

を達成するためにも保健や教育を含めた社会サービス提供により

持続的開発と人間の安全保障を推進することの重要性を含めた

「持続的開発と人間の安全保障」が大洋州諸国に対する支援の優

先課題の一つであることが確認された。 

E 

国別事業展開計画と合

致しているか 

国別事業展開計画の高等教

育のプログラムの有無 

- フィジー及び大洋州域内に対する国別援助方針は策定されていな

いため、対フィジー事業展開計画が対フィジー及び大洋州域内協

力に関する JICA の支援の方向性を示している。現行の事業展開計

画（2012 年 4 月版）には、優先課題としては、「環境/気候変動」

E 



－
132

－

 

及び「脆弱性の克服」とされており、「脆弱性の克服」のなかには、

開発課題として、「大洋州地域の遠隔教育の強化」が挙げられてお

り、本プロジェクトは、同開発課題中の「島嶼・遠隔地教育支援

プログラム」下に位置づけられている。協力プログラムとしては、

「無償資金協力により南太平洋大学の遠隔教育及びコンピュータ

ー教育の機材・施設を整備するとともに、ICT センターの活用を支

援するため、技術協力プロジェクトにより、当該分野におけるキ

ャパシティビルディングを実施する」と整理されており、日本側

の援助方針と合致している。 

地域の教育開発

課題について本

プロジェクトの

あり方は適切か  

プロジェクトのアプロ

ーチは適切か 

教育分野の他プロジェクト

の状況、他ドナー教育・ICT

開発支援の状況、関係者の意

見 

- 本プロジェクトにおいては、技術移転を包括的にサポートしてい

る。本邦研修、OJT、長期・短期専門家によるセミナーやワークシ

ョップを組み合わせて効果的な技術移転が実施された。技術移転

の手法に問題はみられず、C/P をはじめとする関係者からの評価

は高かった。 

E 

対象、地域は適切か - ターゲットグループと分野については、USP マネジメントと JICA

の協働作業によって選択された。C/P は、ターゲットグループは

適切だと考えている。 

- 競合関係にあるフィジー国立大学（FNU）に対しても、USP の ICT

センターを通して、キャパシティの向上に貢献が可能となってい

る。現状では、FNU もターゲットグループとして含まれることを

期待しているが、地域の ICT 開発の中心的な役割を果たす機関に

なるのは難しい状況にある。    

S 

男性と女性の比率は適

切か 

- 21 名の直接の C/P のなかで、女性は 6 名となっているが、そのう

ちの 3 名はシニアマネジメントクラスにあり、学部や支援セクシ

ョンの男女比を勘案しても、不適切であるとはいえない。 

A 

他機関、関係者の活動や

プロジェクトと補完関

係にあるか 

- USP は、ICT 開発において、日本を主要な支援者と認識している。 

- 現在、USP は、ICT 関連の活動として、ADB（アジア開発銀行：イ

ンド贈与）、オーストラリア政府、ニュージーランド、世銀、ITU

（国連）からの支援を受けている。   

- USP は、特に SPC との連携強化はなかなか進まなかったが、2011

年 10 月に USP と SPC は連携を強化するための MOU（覚書）に署

名した。 

S 
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プロジェクトは

ターゲットグル

ープを超えて、ポ

ジティブな影響

を与えているか 

 関係者の意見 - USP は、フィジーの公立中・高等学校の e-learning の立ち上げに協

力することが決まっている。本プロジェクトの効果が、C/P を通

じて USP 外に波及することになる。 

E 

日本の技術の比

較優位性はあっ

たか  

日本においてノウハウ

が蓄積されている分野

であったか 

関連資料、関係者の意見 - ICT や衛星通信技術における日本の技術の比較優勢がみられる分

野でそのノウハウや経験をプロジェクトに生かすことができた。  

S 

日本の経験を生かせた

か 

代替技術の適用を検討

したか 

プロジェクト開

始後にプロジェ

クトをとりまく

環境に変化があ

ったか 

 関係者の意見 - プロジェクト開始後にプロジェクトをとりまく環境に特に変化は

なかった。 

- 

有効性 プロジェクト目

標をどの程度達

成しているか。プ

ロジェクト目標

はプロジェクト

終了までに達成

される見込みが

あるか 

アウトプットはどの程

度産出されているか 

（実績の検証のとおり） - 

プロジェクト目標を達

成するのに影響を与え

た貢献要因はあったか  

プロジェクト目標の達

成を阻害する要因はあ

ったか 

プロジェクト目

標を達成するた

めのアウトプッ

トレベルの外部

要因に変化はあ

ったか 

最新版 PDM のアウトプ

ットレベルの外部要因

はいまだに有効か 

PDM、関係者の意見 - すべての外部要因はいまだ有効である。 - 

外部要因はアウトプッ

ト産出に影響を与えた

か 

- アウトプットレベルの外部要因の多くは満たされているが、外部

要因「ITS、CFDL、SCIMS 及び ICT センターの C/P が USP で勤務

を続ける」という外部条件については、SCIMS と ITS の C/P が何

名か辞職しており満たされていないため、早急に採用を進め、ア

- 
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ウトプット 1 の産出に影響を与えないようにする必要がある。 

アウトプットは

プロジェクト目

標を達成するの

に十分であるか 

アウトプットがプロジ

ェクト目標を達成する

のに貢献しているか 

PDM、関係者の意見 - プロジェクト目標を達成するのに 4 つのアウトプットがデザイン

されている。アウトプット 1、2、3 はプロジェクト目標 1 に関連

しており、アウトプット 2、3、4 は、プロジェクト目標 2 に関連

している。 

A 

指標やターゲッ

トは適切か 

 - 中間レビュー時に、多くの指標がアウトプットレベルの達成を測

るのに適切でなく、指標の明確化や検証可能な形態に変更する必

要があると指摘されていた。中間レビュー時の提案を基に、プロ

ジェクトチームは、PDM ver1.0 を PDM ver2.0 に改訂し、ほぼすべ

ての指標は検証可能となった。ターゲットグループも明確に記さ

れている。  

A 

効率性 適切にアプトプ

ットが産出され

ているか 

 （実績の検証のとおり） - 

アウトプット産

出を阻害する要

因はあったか 

 PDM、関係者の意見 - 活動はアウトプット産出に貢献しており、インタビューを受けた

C/P 全員が、活動について満足していると述べた。   

S 

活動はアウトプ

ットを産出する

のに十分であっ

たか 

活動はアウトプット産

出に貢献しているか 

- 全体として、活動の大部分はアウトプット産出に関連していると

考えられる。 

S 

アウトプットを

産出するための

活動レベルの外

部要因に変化は

あったか 

最新版 PDM の活動レベ

ルの外部要因はいまだ

に有効か 

- いまだ有効であり、VAT 還付問題については現行 PDM(PDM ver2.0)

では、外部要因として認識されている。 

- 

外部要因はアウトプッ

ト産出に影響を与えた

か 

- 活動レベルの外部要因の多くは満たされているが、「C/P のトップ

マネジメント（ITS、CFDL、SCIMS 及び ICT センター）がプロジ

ェクトに活発に参画している」については、一部満たされていな

いが、他の C/P がフォローすることによってプロジェクトへの影

響が最小限に抑えられている。 

- 

活動を行うため

に 過 不 足 な い

量・質の投入が実

 （実績の検証のとおり） S 



－
135

－

 

施されたか    

活動はタイミン

グよく実施され

たか 

 PO、関係者の意見 - 大部分のインプットは量的にも質的にも適切であり、活動が計画

どおりに実施されるように適切に投入された。 

- プロジェクトのチーフの派遣及び機材調達の遅れがみられたが、

現在は解決している。ICT センター長は 2012 年 1 月に着任した。 

S 

類似プロジェク

トと比較してア

ウトプットは投

入コストに見合

っているか 

より低いコストで達成

する代替手段はなかっ

たか 

類似プロジェクト文書、関係

者の意見 

- 類似するプロジェクトはみられなかった。 

- 大洋州島嶼国に共通の遠隔の問題や他の要因もあり、現状以上に

費用対効果を上げるのは困難である。 

- 1 機関への貢献で 12 カ国への貢献を実現するのは効率的であると

いえる。 

- 

同じコストでより高い

達成度を実現すること

はできなかったか 

類似プロジェク

トと比較してプ

ロジェクト目標

の達成度は投入

コストに見合っ

ているか 

より低いコストで達成

する代替手段はなかっ

たか 

- 同 上 - 

同じコストでより高い

達成度を実現すること

はできなかったか 

インパクト 投入・アウトプッ

トの実績、活動の

状況に照らし合

わせて、上位目標

は、プロジェクト

の効果として発

現が見込まれる

か 

プロジェクト終了 5－

10 年後に上位目標の達

成見込みはあるか。指標

は適切か 

PDM、関係者の意見 - 上位目標の達成見込みについて検証するのは時期尚早である。 - 

上位目標を達成

するのに阻害す

る要因はあるか 

 関係者の意見 - 特になし。    - 

上位目標はプロ

ジェクト目標と

乖離していない

か 

 PDM、関係者の意見 - プロジェクト目標と上位目標は、密接に関係している。 S 
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上位目標を達成

するためのプロ

ジェクト目標レ

ベルの外部要因

に変化はあった

か 

最新版 PDM の活動レベ

ルの外部要因はいまだ

に有効か 

- いまだ有効である。 - 

外部条件が満たされる

可能性は高いか 

- 満たされる可能性は高い。 

- 政治面及び組織面を考慮した場合、USP は、その能力の高さ及び

プロジェクトを成功させようとする決意からいって申し分のない

C/P 機関である。 

- 大洋州島嶼国域内戦略であるパシフィック・プラン及び USP の

2020 年をめざしたビジョンも、ICT 開発と教育のための長期にわ

たる継続したコミットメントと考えられる。 

- すべてのメンバー国はコミットメントを変更していない。 

E 

上位目標以外の

正負のインパク

トは生じたか 

民間セクターICT 基準

や国家的 ICT 教育整備

への影響   

経済・社会統計上の数値の変

化、メディアや市民社会、関

係者の意見 

- USP のフィジー中高等学校への協力 

- アディ・マオパ中高等学校への Ku-band 設置及び USP-Net の提供

が開始されているが、USP は、フィジーの公立中高等学校の

e-learning をサポートすることが決まっており、本プロジェクトで

技術が向上した C/P により、プロジェクトを超えた協力が開始さ

れている。 

- プロジェクトのターゲットグループを超えた裨益 

- トンガのハーパイ離島ラーニングセンターはハーパイ中高等学校

の敷地内にあるため、Ku-band が設置されてから、USP の学生だ

けではなく、中高等学校関係者、政府関係者等が同センターを利

用している。 

- ICT センターで開催されたセミナーやワークショップは、USP スタ

ッフや学生に限らず、外部教育関係者（FNU のような他大学関係

者や中高等学校の教職者、学生）、ICT 企業スタッフや政府関係者

等にも提供されている。 

- トンガキャンパスの学生数の増加 

- 上位目標の達成指標の一つにある学生数の増加について、トンガ

キャンパス中、本島のトンガタプ本校及びババウ離島ラーニング

センターにおいては学生数が増加している。特にババウラーニン

グセンターについては、Ku-band 設置後、今までトンガタプ(本島)

で就学していた学生が、トンガタプでしか受けられなかった講座

E 
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やコースを同センターで継続受講することが可能になったため、

地元(離島)に戻ったケースが多くみられた。 

ジェンダー、人権、貧富

など社会・文化的側面へ

の影響 

- ICT は生活のいろいろな局面に影響を及ぼしているが、現状ではそ

の影響を検証するのは時期尚早である。 

- 

技術面での変革による

影響 

- 時期尚早 - 

対象社会、プロジェクト

関係者、受益者への経済

的影響   

- ICT 関連の学士を取得することでより良い生活や給料を得られる

仕事に就けることを期待している。社会やターゲットグループに

おいて経済的な効果をもたらすと考えられるが、現在その効果を

検証するには時期尚早である。   

- 

その他の影響 - 時期尚早 - 

ジェンダー、民

族、社会的階層の

違いにより、異な

ったインパクト

が生じているか  

 - スタッフのなかでは、インド系フィジー人のエンジニアが大勢を

占めていた。しかしながら、USP は 12 カ国のメンバー国から構成

されており、異なった人種、文化、背景の人々に対するオープン

な態度として知られている。 

- 

持続性 協力終了後も ICT

政策や教育整備

への働きかけが

継続するか 

 関係者の意見 - USP の域内 ICT 開発に対するコミットメントは継続していくと考

えられる。 

2 

協力終了後も、効

果を上げていく

ための活動を実

施するに足る組

織能力はあるか  

実施機関において、プロ

ジェクトに対するオー

ナーシップ及び活動を

実施する組織能力はあ

るか   

関係者の意見 - すべての C/P はプロジェクトをよく認識しており、プロジェクト

に深い感謝の念を表していた。 

- 政治面及び組織面を考慮した場合、USP は、その能力の高さ及び

プロジェクトを成功させようとする決意からいって申し分のない

C/P 機関である。 

E 

人材配置は継続される

か   

プロジェクト終了後の活動

や資機材維持管理費の予算

措置の有無、関係者の意見  

- USP はプロジェクトの活動に必要なスタッフや C/P を手当てして

いるが、辞職した C/P が数名がいることや、比較的最近になって

開始された活動もあるため、技術的な継続性は他の局面よりも弱

い。 

S 

経常経費を含む予算の

確保が行われるか   

- USP が将来的にも経常経費を含む予算の確保をしていくかという

ことを検証するのは時期尚早である。 

- 
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- しかしながら、USP は、ICT センターに係る経常経費を 2010 年 70

万 FJD、2011 年以降も 100 万 FJD が承認されており、予算確保を

継続していく可能性は高い。  

資機材の維持管理は適

切に行われるか 

維持管理方法の確立、メンテ

ナンスブックの有無・運用、

関係者の意見   

- 機材供与はほぼ完了している。ITS は機材の維持管理をしており、

2000 年に日本の無償資金協力によって供与された C-band サテラ

イトが今でも利用されていることをかんがみ、供与された機材は

適切に維持管理されていくと予想される。 

- 

プロジェクトで

用いられた技術

及び技術移転の

手法は、適切だっ

たか 

技術移転の手法は、受容

されつつあるか   

関係者の意見 - 本邦研修、OJT、長期・短期専門家によるセミナーやワークショッ

プを組み合わせて効果的な技術移転が実施された。   

- 技術移転の手法に問題はみられず、C/P をはじめとする関係者か

らの評価は高かった。 

E 

高等教育分野以外にお

いても応用できる技術

であるか   

- USP は、フィジーの公立中・高等学校の e-learning の立ち上げに協

力することが決まっている。C/P がプロジェクトで得た（向上さ

せた）技術を他の分野（中等教育）にも応用させることができる

ことを示している。   

S 

女性・貧困層、社

会的弱者への配

慮不足により、持

続的効果を妨げ

る可能性はない

か 

 - ICT 分野は男性が多い分野であるが、USP においては管理職に女性

が活躍している。女性・貧困層、社会的弱者への配慮不足により、

持続的効果を妨げる可能性ほとんどないと考える。  . 

3 

*評点：  

達成度：達成(3)、部分的に達成(2)、未達成(1)、対象外(-) 

クオリティ：優れている（E）、満足(S)、可(A)、不可(N)、対象外(-) 
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３．インタビュー概要及び質問票回答のまとめ

インタビュー概要及び質問票回答のまとめ 

 

質問内容 質問票送付先/インタビュー先 回答入手方法 

A, B, F USPメインキャンパスC/Ps （インタビュー8名、

質問票回答 9 名） 

- ITS（インタビュー2 名、質問票回答 3 名）

- CFDL（インタビュー1 名、質問票回答 5 名）

- SCIMS（FSTE 含む）（インタビュー2 名）

- ICT センター（インタビュー1 名） 

- USP マネジメント（インタビュー1 名） 

- PacCERT（インタビュー1 名、質問票回答 1

名） 

質問リスト・質問票を事前に送

付、インタビュー及び質問票に

て回答 

B 教育省（インタビュー1 名） 質問リストを事前に送付、イン

タビュー及び質問票にて回答 

C USP トンガキャンパス（インタビュー10 名、質

問票回答 4 名） 

- トンガタプ（インタビュー8 名、質問票回

答 2 名） 

- ババウ離島 LC（インタビュー1 名、質問票

回答 1 名） 

- ハーパイ離島 LC（インタビュー1 名、質問

票回答 1 名） 

質問リスト・質問票を事前に送

付、インタビュー及び質問票に

て回答 

C トンガキャンパス学生（インタビュー14 名、質

問票回答 4 名） 

- トンガタプ（インタビュー6 名） 

- ババウ離島 LC（インタビュー5 名、質問票

回答 2 名） 

- ハーパイ離島 LC（インタビュー4 名、質問

票回答 2 名） 

同上 

C USP トンガキャンパスを除いた遠隔キャンパス

スタッフ（質問票回答 6 名） 

- フィジーラウトカキャンパス（3 名） 

- ナウル、ニウエ、クック諸島（1 名ずつ） 

質問票を送付、回収 

C USP トンガキャンパスを除いた遠隔キャンパス

学生（質問票回答 11 名） 

- フィジーラウトカキャンパス（7 名） 

- ナウルキャンパス（4 名） 

同上 
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D BNC/BSE 履修中の学生（質問票回答 10 名） 

- BNC（6 名）、BSE（4 名） 

同上 

E SPC（インタビュー2 名） 

PITA（インタビュー1 名） 

質問リストを事前に送付、イン

タビューにて回答 

F プロジェクト専門家 

- 長期専門家（インタビュー2 名） 

- 短期専門家（インタビュー6 名） 

同上 

G JICA 及び日本大使館関係者（インタビュー8 名） インタビュー 

H ICT 関連企業（Software Factory）（インタビュー

1 名） 

質問リストを事前に送付、イン

タビューにて回答 

A：C/P としてのプロジェクトに対する評価及び JICA の当該分野での将来的な方向性 
B：プロジェクト全般に対する認識や評価及び JICA の当該分野での将来的な方向性 
C：USP スタッフ及び学生のプロジェクトや日本の支援に関する認識、USP-Net の状況や Moodle の改善に

関する認識 
D：新学士コースに対する評価 
E：パートナー機関のプロジェクト全般に関する認識や評価及び JICA、USP の当該分野での方向性 
F：プロジェクト一般情報及び問題、目的・成果達成度 
G：プロジェクト全般に対する評価、問題、将来的な方向性 
H：セクター全般の状況、USP 卒業生に対する意見、求められる人材像等 
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A. C/P としてのプロジェクトに対する評価及び JICA の当該分野での将来的な方向性 

- C/P のプロジェクトに対する認識、評価は高く、プロジェクトに対するオーナー

シップも高い。 

- すべての C/P は、本プロジェクトの妥当性や有効性が非常に高いとしており、

プロジェクトに対する深い感謝の念を表していた。 

- すべての C/P は、JICA（日本）の ICT 分野に関する支援に感謝し、今後とも支

援を継続してほしいと強調していた。次期プロジェクトの申請が行われており、

採択への期待も大きい。 

- USP のマネジメントでは、ICT は日本がリードドナーであると認識しており、

今後も当該分野への支援を希望していた。 

 

B. プロジェクト全般に対する認識や評価及び JICA の当該分野での将来的な方向性 

- 教育省においては、ICT センターが日本の無償で建設されていたこと、既に利用

していたことから、評判は高かった。 

- フィジー政府としては、アディ・マオパ中高等学校に Ku-band が導入されたこ

ともあり、プロジェクトに対する認識も高かった。 

- 遠隔教育のシステムとしては、既存の FTL（教材が届かなかったときのためな

ど、最低限の機能を持ち合わせている）と USP-Net では全くサービスの質が違

うため、今後 USP と連携を強めていきたい旨、またシステムを調和化していく

必要があると考えている。 

 

C. フィジーのメインキャンパス以外の USP スタッフや学生のインターネット・

USP-Net の接続状況や 2 年前との比較、Moodle への評価（使いやすさ・内容等） 

- USP-Net はここ 2 年の間に大きく改善したという意見が大勢を占めた（特に

REACT） 

- 特に、フィジーラウトカキャンパス、Ku-band が設置されたトンガのババウ離島

LC 及びハーパイ離島 LC においては、スタッフ・学生ともにインターネットの

スピードや USP-Net の接続状況が大幅に改善していると一致していた（ババウ

とハーパイについては、Ku-band 設置以前は Moodle や REACT を使うこと自体

がほぼ不可能であった由）。 

- ナウルでは、停電が多いため、インターネット接続に不満をもっている学生が

多かった。また、トンガタプ（トンガメインキャンパス）についても、学生が

増えていることもあり、特に午後になると接続が遅くなるという不満が聞かれ

た。 

- ナウル、マーシャル、クック諸島、ニウエにおいては、m-learning に興味がある

としているが、ナウルのスタッフは、それよりも Moodle がもっと安定して使え

るようになることが先決であるとしていた。 

- マーシャル諸島については、この 2 年間にインターネット接続状況は大幅に改
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善し、REACT がよく使えるようになったとのこと。 

- ナウルを含め、学生からの Moodle への評価は高かった（ナウルは、接続状況が

悪いことが不満であるだけで、Moodle に必要なときに必要なだけ接続できるよ

うにしてほしいという要望が聞かれた）。 

 

D. 新学士コースに対する評価、ICT センター機能への満足度 

- ICT 環境については、大部分の学生が満足しているとしているが、なかには、

BNC と BSE の学生のためのラボがないため、いつも他の学部の学生でいっぱい

で自分たちの宿題や課題をするのに必要なコンピューターへのアクセスがない

とする声があった。 

- ICT センターの機能・サービスには満足している学生が大部分であったが、数名

の学生が、必要なときに使えないことにフラストレーションを感じるとしてい

た。 

- 同コースに登録した理由は、将来の就業に有利になると考えたからというもの

が一番多く、次いで個人的な興味であった。 

- 興味をもっている分野は、コンピューターや情報に関する広い範囲である旨う

かがえた。 

- 半数以上が新学士コースに満足していると回答しており、「妥当」としている学

生と合わせるとほぼ全員が満足・妥当だと感じているという結果を得た。 

- Moodle を頻繁に使っている学生は半数程度であったが、Moodle で提供されるコ

ースに対する満足度は高かった。 

 

E. パートナー機関のプロジェクト全般に関する認識や評価及び JICA、USP の当該分野

での方向性 

- SPC は PacCERT の理事会の一員となったこともあり、JICA と間接的な連携が進

んでいる。プロジェクトに対する認識も進み、PacCERT だけではなく、USP の

新学士号コース支援（BNC、BSE）をしていることも把握していた。また、遠

隔地の Ku-band にも注目している。ICT センターは ICT の地域機関が入居した

こともあり、評価していた。 

- PITA（テレコムフィジー：TFL）については、既に USP や JICA とも連携関係に

あり、ICT センターに移転、その前から域内の通信に関するトレーニングを開催

している（PITA のメンバーは PacCERT や SPC と同様 22 カ国）。 

- 大洋州の ICT 関連分野の課題として ICT 人材のキャパシティビルディングが喫緊

の問題だと考えている。 

- プロジェクトについては、USP-Net と ICT センターのコンポーネントを理解し

ているが、USP-Net の改善は、USP と大洋州域内全体のためになったと考えて

いる。ただし、衛星による接続が一番良いというわけではないので、使用量が

増えれば増えるほど、光ファイバーによる接続が将来的には必要になってくる
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と考えている。 

- ICT センターは日本の素晴らしいイニシアティブだとして高く評価している。た

だし、USP の教育用施設にとどまるのでは無駄であるので、今後、域内への貢

献に重点をおくことを希望する（技術的、政策・経済分野で地域をリード・サ

ポートできるような機能をもたせる）。PacCERT を立ち上げたことも、プロジェ

クトの大きな功績である。 

- 学生を通したインキュベーションの支援を考えており、JICA の支援が終わるの

は痛手だとしていた。 

 

F. プロジェクト一般情報及び問題、目的・成果達成度 

- アウトプット 1 は既に達成しているとしているが、教授や講師が辞職したこと

もあり、ポジションを早急に埋める必要に迫られている。 

- アウトプット 2 は問題なく進捗している。プロジェクト後期に入って、NOC と

ITIL が結びついたのが評価されていた。Ku-band は 6 カ所は既に設置が行われ

ているが、あと 3 カ所についても 2012 年中に設置が完了する予定。 

- アウトプット 3 については、予想以上の効果を上げられたとして非常に高い評

価がされていた。m-learning についても USP 側の予算もつき、順調に進んでい

る。 

- アウトプット 4 は、唯一達成が危ぶまれる指標が含まれている。一つは新しい

センター長が着任したため、新しいビジネスプランを策定することになってい

るが、まだ確定されていないこと、ビジネスインキュベーションについては、

ようやくスペースを占有するテナントが決まったところであるため、プロジェ

クト期間中に十分な支援を行えるかどうかという問題がある。PacCERT の開始

もスタッフの給与の捻出に手間どったため遅れたが、incident handling や malware 

analysis の本邦研修にスタッフが 2 名参加することになっており、基本的なとこ

ろまでカバーできる体制が整いつつある。 

- JICA の技術協力は、長・短期専門家、研修（本邦、国内）、資機材供与を含めき

め細かい協力が行われ、すべて効果的であった。長・短期専門家の支援は高く

評価されていた。 

- 同プロジェクトにより、ITS と各セクション間の連携関係が強化された。 

- USP 側のカウンターパートと日本側のコミュニケーションは密で、JCC より頻

繁に行う全体ミーティングは現在は開催していないが、コンポーネントごとの

会合には、日本人専門家も必ず出席するようにしている。 

- チーフアドバイザー着任の遅れに関しては、業務調整専門家がカバー、遅れて

赴任したチーフアドバイザーの努力もあり、負のインパクトは最小限に抑えら

れていると考えている。 

- 日本人専門家は、アウトプット 4 に係る活動の進捗状況の遅れを危惧している。

同アウトプットについては、2012 年 1 月に新 ICT センター長の着任後も、期待
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されていたような効果発現には至っていない。当初 ICT センター長が行うはず

だった部分についても、副学長補と ITS 部長がメインで行っている（PacCERT

は ITS 部長、ICT センターの運用ガイドラインの策定についても、結局副学長補

が中心となって行った）。新センター長の担当は、ビジネスプランの策定及びビ

ジネスインキュベーションであるが、ビジネスプランについてもまだ USP のト

ップマネジメントを満足させられるようなプランの策定には至っていない。 

- USP 側は、CS/IS 職員も忙しく、特に 3 名の教授・上級講師が最近になり辞職し

たため、人員は足りない状況が続いている（修士レベルの若手講師が多く、PhD

を取得した教授・助教授、上級講師がいない）。早急な人の手当てはもちろん、

若手講師についても、経験のある者に関しては、キャリアアップを図れるよう

な方向性を模索しなければ、人手不足の根本的な問題は解決しないという声も

聞かれた。 

 

G. プロジェクト全般に対する評価、問題、将来的な方向性 

- チーフアドバイザー赴任が遅れ、ICT センター長の不在、USP の VAT 還付問題、

機材調達の遅れなど、プロジェクト前半にさまざまな障害はあったものの、全

体的なプロジェクトの進捗状況は順調。プロジェクトの専門家を高く評価して

いる。 

- プロジェクトチームとの関係は良好で、プロジェクトマネジメントを担う長期

専門家と PADECO を中心とした短期専門家グループ、その他のパートナーシッ

プ等お互いの動きを牽制しながらうまく動いたと感じている。 

- 次期プロジェクトの申請書（案）が提出されたが、「ナレッジハブ」とはいって

も、内容は総花的で今一つ焦点が絞られていない。すべてをできるわけではな

いので、もっと精査されたものにする必要がある。 

- 本プロジェクトは USP からの評価も高く、域内でもプレゼンスの大きなプロジ

ェクトとなっているため、今後も同分野において協力を継続してほしい・して

いきたいという希望が聞かれた。 

 

H. セクター全般の状況、USP 卒業生に対する意見、求められる人材像等 

- フィジーには、才能のある IT 技術者が多数いるが、自分の会社は会計を手がけ

るソフトが多いため、その部分の理解が足りない。セクターの問題としては、

域内の政府や大企業がなかなか国内のソフトウェア会社に発注しないことが挙

げられる。 

- 過去に雇った USP 卒業の社員（19 名）のうち、優秀なのは 53%、可が 21%、平

均以下が 26%と考えている。分析力や問題解決スキルは良いが、財務的な理解、

コミュニケーションスキル、User interface designs に弱い。 

- ICT センターの機能の向上を行うには、JICA の支援や日本政府やマイクロソフ

トやグーグル、アップルのような大手のソフトウェア技術者から、ビジネス・
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インテリジェンス、セキュリティ、フレームワーク設計、Near Field 

Communication、Touch-centric UI Designs等の ICT分野に係る支援をしてほしい。 

- インキュベーションスペースのテナントに手を挙げているが、本プロジェクト

がもうすぐ終了するのは気がかりである（上記 E の PITA Chairman と同様の意

見）。 

 

（各インタビュー結果、質問票回答結果詳細については、JICA フィジー事務所及び運

輸交通・情報通信第二課にて保管） 
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４．エンドライン調査項目

エンドライン調査項目 

 

プロジェクトの実績 
プロジェクトの残り半年のインプットが計画どおりに行われたかを確認する。 
プロジェクト目標 
指標 2 80%以上のBNC/BSE学士号プログラム在学生が、同プログラムに満足して

いる 
データ入手方法の例：2012 年学生のコースレビューを参照する。もしくは、BNC/BSE 学

生全員に対して質問票調査 

指標 3 70％以上の本校及びリージョナルキャンパス在学生が、ICT を通じた教育サ

ービスの提供に満足している 
データ入手方法の例：本校及びリージョナルキャンパス在学生への質問票調査。全員に

行うのは困難であるため、サンプリングを行ったうえで実施する。 

指標 4 70％以上の ICTセンターの利害関係者及び利用者が ICTセンターの施設や

サービスに満足している 

データ入手方法の例：インタビュー及び質問票調査を行う。インタビュー先としては、

FSTEスタッフ及び学生、ITSスタッフ、地域機関（ITU、PIRRC、PITA、PacCERT）、インキ

ュベーションテナント等が考えられる。 

アウトプット 
指標 2-2 Ku-bandがハブ（USP本校）及び離島USPラーニングセンター9カ所に設置

されているという事実 

データ入手方法：インタビューにより、残り 3 サイトの離島ラーニングセンターへの

Ku-band 設置が完了したかどうかを確認する。 

指標 2-3 70%以上のセミナー参加者（USP の IT 関係スタッフ）が ITIL の概念及び重

要性を認識している 

データ入手方法：ITS スタッフに質問票調査を実施する。 

指標 2-4 70%以上の利用者が ITS サービス提供が改善していると感じており、ITS カ

スタマーサービスに満足している 

データ入手方法の例：インタビュー及び質問票調査を行う。全学スタッフ・学生を対象に

するのは困難であるため、サンプリングを行ったうえで実施する。 

指標 3-1 Moodleを利用する遠隔教育提供科目の割合が 90%まで増加する/Moodle
システムの安定性、利用性及び機能性が強化される 

データ入手方法の例：Moodle に関する 2012 年の統計を確認する。 

指標 3-2 モバイル技術を利用した双方向学生支援システムのパイロットプロジェクトが

1件以上成功裏に実施される 

データ入手方法の例：インタビューを通して、サモアで実施された双方向学生支援システ

ムが成功裏に実施されたかどうかを確認する。 

指標 3-3 70％以上の CFDL スタッフ及び教員は、遠隔教育法のワークショップに満足

している/ワークショップの成果がコースデザインや開発に実践されている事

実 

データ入手方法の例：CFDL スタッフ及びワークショップに参加した教員に対する質問票

調査。2 番目の指標については、インタビューで実践されているかどうかを聞き取りする。
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指標 4-1 ICTセンターの運用計画が策定され承認された事実 

データ入手方法：インタビューで運用計画が策定・承認されたかを確認し、運用計画を入

手する。 

指標 4-3 インキュベーションスペースが占有され、占有テナントが ICT から受けられる

サービスや支援に対して満足している 

データ入手方法：インタビューと現場視察によりインキュベーションスペースが占有されて

いることを確認する。占有テナントがサービスや支援について満足しているかどうか聞き

取り調査をする。 

指標 4-5 PacCERTが ICTセンターに設立され、地域内にサービスを提供する基本的

な体制が整う 

データ入手方法：PacCERT 及び理事会メンバーへのインタビューと現場視察によりサー

ビス提供への基本的な体制が整っているかどうかを確認する。 
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